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(57)【要約】
様々な実施形態は、集団聴取使用者体験を容易にするた
めのオーディオシステム及び方法を提供する。第１のオ
ーディオデバイス及び第２のオーディオデバイスは、少
なくとも１つのスピーカを各々含むことができる。第１
のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイスは
、１つ以上の結合デバイスを介して互いに選択的に結合
されてもよい。このような実施形態において、第１及び
第２のオーディオデバイスの各々のそれぞれのスピーカ
は、第１及び第２のオーディオデバイスによって形成さ
れた少なくとも部分的な音響チャンバに音を方向付ける
ように構成されてもよい。少なくとも部分的な音響チャ
ンバは、第１及び第２のオーディオデバイスのスピーカ
からの音を、オーディオシステムから離れる方向に、混
合すること、組み合わせること、混成すること、音響的
に増幅すること、及び／又は方向付けることに好適な形
状を有するように構成することができる。
【選択図】図４Ｃ



(2) JP 2019-515539 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のオーディオデバイスであって、
　第１のスピーカと、
　第２のスピーカと、
　第１の封止体と、
　前記第１の封止体に結合されたカバー体と、を備え、
　前記第１の封止体は、第２のオーディオデバイスの第２の封止体に結合するように構成
されて、前記第１のオーディオデバイスと前記第２のオーディオデバイスとの間に、少な
くとも部分的な音響チャンバを形成し、
　前記第２のスピーカは、前記第１の封止体が前記第２の封止体に結合されている間、前
記少なくとも部分的な音響チャンバを利用して音を発生させる、
　第１のオーディオデバイス。
【請求項２】
　前記第１のスピーカが、個人聴取スピーカとして構成され、前記第２のスピーカが、集
団聴取スピーカとして構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項３】
　前記第２のスピーカの前方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに面するように
構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項４】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが、音を発生させるために前記第２のスピーカに
よって利用される前方容積の空気をカプセル化し、前記第２のスピーカが、前記少なくと
も部分的な音響チャンバに向かう方向に前記音を出力するように構成されている、請求項
１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項５】
　前記第２のスピーカの後方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに面するように
構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項６】
　前記第２のスピーカの前記後方側を、前記少なくとも部分的な音響チャンバと音響的に
結合するように構成された音響ポートを更に備える、請求項５に記載の第１のオーディオ
デバイス。
【請求項７】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが、音を発生させるために前記第２のスピーカに
よって利用される後方容積の空気をカプセル化し、前記第２のスピーカが、前記少なくと
も部分的な音響チャンバから離れる方向に前記音を出力するように構成されている、請求
項５に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項８】
　前記第１の封止体が前記第２の封止体に結合されている間、前記少なくとも部分的な音
響チャンバが、前記第２のスピーカによって発生された前記音を方向付けること、混成さ
せること、又は増幅させることのうちの少なくとも１つを行うように構成されている、請
求項５に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項９】
　前記第１の封止体が前記第２の封止体に結合されている間、前記少なくとも部分的な音
響チャンバが、前記第２のスピーカによって発生された音を、前記第２のオーディオデバ
イスに含まれる少なくとも１つのスピーカによって発生された音と、混成させるように構
成されている、請求項８に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項１０】
　前記第１のオーディオデバイスが前記第２のオーディオデバイスに結合されていないと
きに、前記封止体が、使用者の耳の大部分を収容するのに好適なチャンバを画定するよう
に構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
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【請求項１１】
　前記カバー体が、前記少なくとも部分的な音響チャンバ内に突出するように構成された
中耳部分を備え、前記第１のスピーカが、前記中耳部分に埋め込まれているか、又は結合
されているかの１つである、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項１２】
　前記第１の封止体が、第１の結合デバイスを含み、前記第１の結合デバイスが前記第２
の封止体に含まれる第２の結合デバイスに結合するときに、前記第１の封止体が、前記第
２の封止体に結合するように構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイ
ス。
【請求項１３】
　前記第１の結合デバイスが、磁石、相互係止デバイス、又はファスナのうちの１つであ
る、請求項１２に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項１４】
　処理ユニットを更に備える、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項１５】
　前記第１のスピーカが、個人聴取スピーカとして構成され、かつ前記第２のスピーカが
集団聴取スピーカとして構成されている、請求項１４に記載の第１のオーディオデバイス
。
【請求項１６】
　前記処理ユニットは、前記第１の封止体が前記第２の封止体に結合されたと判定したこ
とに応じて、前記第１のスピーカを停止するように、かつ前記第１の封止体が前記第２の
封止体から結合解除されたと判定したことに応じて、前記第１のスピーカを起動するよう
に構成されている、請求項１５に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項１７】
　前記処理ユニットが、前記第１の封止体を前記第２の封止体に結合することに応じて、
前記第２のスピーカを起動させ、かつ前記第１の封止体を前記第２の封止体から結合解除
することに応じて、前記第２のスピーカを停止させるように構成されている、請求項１５
に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項１８】
　前記カバー体が、タッチ入力デバイスを備える、請求項１に記載の第１のオーディオデ
バイス。
【請求項１９】
　前記第１の封止体は、前記少なくとも部分的な音響チャンバが気密ではないように、前
記第１の封止体が前記第２の封止体に結合されている間、前記第１の封止体と前記第２の
封止体との間に間隙を形成するように構成されている、請求項１に記載の第１のオーディ
オデバイス。
【請求項２０】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが気密になっている、請求項１に記載の第１のオ
ーディオデバイス。
【請求項２１】
　前記カバー体と前記第１の封止体との間に形成された溝部を更に備える、請求項１に記
載の第１のオーディオデバイス。
【請求項２２】
　前記溝部が、少なくとも１つの音響ポートを備える、請求項２１に記載の第１のオーデ
ィオデバイス。
【請求項２３】
　前記溝部が、少なくとも１つの照明要素を備える、請求項２１に記載の第１のオーディ
オデバイス。
【請求項２４】
　前記第１のオーディオデバイスと前記第２のオーディオデバイスとの間の装着の角度が
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、１８０度に等しいか、又は実質的に等しい、請求項１に記載の第１のオーディオデバイ
ス。
【請求項２５】
　前記第１の封止体が、前方部分及び後方部分を備え、前記少なくとも部分的な音響チャ
ンバは、前記前方部分が前記第２の封止体に結合されており、かつ前記後方部分が前記第
２の封止体に結合されていないときに形成される、請求項１に記載の第１のオーディオデ
バイス。
【請求項２６】
　前記第１のオーディオデバイスが前記第２のオーディオデバイスに結合されている間、
前記第１のスピーカは、前記第１のスピーカによって発生された音が、前記第２のオーデ
ィオデバイスの第２のスピーカから音が再生される方向と交差する方向に投射されるよう
な配向において構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項２７】
　前記第１のオーディオデバイスが前記第２のオーディオデバイスに結合されている間、
前記第１のスピーカは、前記第１のスピーカによって発生された前記音が、前記第２のオ
ーディオデバイスの第２のスピーカによって発生された音と混合すること、混成すること
、又は干渉することのうちの少なくとも１つを行うように、音響収束ゾーンに向けて投射
される音を発生するように構成されている、請求項１に記載の第１のオーディオデバイス
。
【請求項２８】
　前記第２のオーディオデバイス又はベースデバイスのうちの少なくとも１つと通信する
ように構成されたトランシーバを更に備える、請求項１に記載の第１のオーディオデバイ
ス。
【請求項２９】
　前記第１のオーディオデバイスが、第２のオーディオデバイス又はベースデバイスのう
ちの１つに結合されていると判定するように構成された第１のセンサを更に備える、請求
項１に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項３０】
　前記第１のオーディオデバイスが前記使用者に固定されていると判定するように構成さ
れた、前記第１のセンサとは異なる第２のセンサを更に備える、請求項２９に記載の第１
のオーディオデバイス。
【請求項３１】
　前記第１のセンサが磁気センサであり、前記第２のセンサが静電容量センサである、請
求項３０に記載の第１のオーディオデバイス。
【請求項３２】
　システムであって、
　第１のスピーカ、第２のスピーカ、第１の封止体、及び前記第１の封止体に結合された
第１のカバー体を備える、第１のオーディオデバイスと、
　第３のスピーカ、第４のスピーカ、第２の封止体、及び前記第２の封止体に結合された
第２のカバー体を備える、第２のオーディオデバイスと、を備え、
　前記第１の封止体及び前記第２の封止体が、一緒に結合して、前記第１のオーディオデ
バイスと前記第２のオーディオデバイスとの間に、少なくとも部分的な音響チャンバを形
成するように構成され、
　前記第１のスピーカ、第２のスピーカ、第３のスピーカ、及び第４のスピーカのうちの
少なくとも２つが、前記少なくとも部分的な音響チャンバを利用して音を発生する、
　システム。
【請求項３３】
　前記第１のオーディオデバイス及び前記第２のオーディオデバイスのうちの少なくとも
１つに結合するように構成されたベースデバイスを更に備える、請求項３２に記載のシス
テム。
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【請求項３４】
　前記第１のスピーカが個人聴取スピーカとして構成され、かつ前記第２のスピーカが集
団聴取スピーカとして構成されている、請求項３２に記載のシステム。
【請求項３５】
　前記第２のスピーカの前方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに面するように
構成され、かつ前記第４のスピーカの前方側が前記少なくとも部分的な音響チャンバに面
するように構成されている、請求項３２に記載のシステム。
【請求項３６】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが、音を発生させるために前記第２のスピーカ及
び前記第４のスピーカによって利用される前部容積の空気を含み、前記第２のスピーカ及
び前記第４のスピーカが、前記少なくとも部分的な音響チャンバに向かう方向に前記音を
出力するように構成されている、請求項３５に記載のシステム。
【請求項３７】
　前記第２のスピーカの後方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに面するように
構成され、かつ前記第４のスピーカの後方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに
面するように構成されている、請求項３２に記載のシステム。
【請求項３８】
　前記第２のスピーカの前記後方側を、前記少なくとも部分的な音響チャンバと音響的に
結合するように構成された音響ポートを更に含む、請求項３７に記載のシステム。
【請求項３９】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが、音を発生させるために前記第２のスピーカ及
び前記第４のスピーカによって利用される後方容積の空気を含み、かつ　前記第２のスピ
ーカ及び前記第４のスピーカが、前記少なくとも部分的な音響チャンバから離れる方向に
前記音を出力するように構成されている、請求項３７に記載のシステム。
【請求項４０】
　前記第１の封止体が前記第２の封止体に結合されている間、前記少なくとも部分的な音
響チャンバが、前記第２のスピーカによって発生された前記音を方向付けること、混成さ
せること、又は増幅させることのうちの少なくとも１つを行うように構成されている、請
求項３７に記載のシステム。
【請求項４１】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが、前記第２のスピーカによって発生された第１
の音を、前記第４のスピーカによって発生された第２の音と、混成するように構成されて
いる、請求項４０に記載のシステム。
【請求項４２】
　第２のオーディオデバイスと共に使用可能な第１のオーディオデバイス上に実装された
コンピュータ実装方法であって、
　前記第１のオーディオデバイスが使用者に固定されていないと判定することと、
　前記第２のオーディオデバイスが前記使用者に固定されていないと判定することと、
　前記第１のオーディオデバイスが前記第２のオーディオデバイス又はベースデバイスの
うちの１つに結合されていると判定することと、
　少なくとも第１のオーディオデバイスに集団聴取モードを有効化させることと、を含む
、
　コンピュータ実装方法。
【請求項４３】
　前記第２のオーディオデバイスが使用者に固定されていないと判定することが、前記第
２のオーディオデバイスが前記使用者に固定されているかどうかに関する情報を要求する
通知を前記第２のオーディオデバイスに送信することと、前記情報を得ることと、前記情
報に基づいて、前記第２のオーディオデバイスが前記使用者に固定されていないと判定す
ることと、を含む、請求項４２に記載の方法。
【請求項４４】
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　前記情報が、前記第２のオーディオデバイスに含まれる１つ以上のセンサによって得ら
れたセンサ情報を含む、請求項４３に記載の方法。
【請求項４５】
　前記情報は、前記第２のオーディオデバイスが前記使用者に結合されていないという判
定を含む、請求項４３に記載の方法。
【請求項４６】
　前記第１のオーディオデバイスが、前記第２のオーディオデバイス又はベースデバイス
のうちの１つから結合解除されたと判定することと、前記第１のオーディオデバイスに前
記集団聴取モードを無効化させることと、を更に含む、請求項４２に記載の方法。
【請求項４７】
　前記第１のオーディオデバイスが前記第２のオーディオデバイス又は前記ベースデバイ
スのうちの１つに結合されているという判定に応答して、コンピューティングデバイスに
集団聴取モードを有効化させること、を更に含む、請求項４２に記載の方法。
【請求項４８】
　前記第１のオーディオデバイスがもはや前記第２のオーディオデバイス又は前記ベース
デバイスのうちの１つに結合されていないと判定することと、集団聴取モードが前記第１
のオーディオデバイス上で有効化された時間から、閾値期間の時間が経過したと判定する
ことと、前記第１のオーディオデバイスをアクティブモードから待機モードに遷移させる
ことと、を更に含む、請求項４２に記載の方法。
【請求項４９】
　少なくとも前記第１のオーディオデバイスに集団聴取モードを有効化させることは、集
団聴取スピーカを起動させること、を含む、請求項４２に記載の方法。
【請求項５０】
　少なくとも前記第１のオーディオデバイスに集団聴取モードを有効化させることは、ス
ピーカを個人聴取モードから集団聴取モードに遷移させること、を含む、請求項４２に記
載の方法。
【請求項５１】
　非一時的なコンピュータ可読媒体であって、
　コンピューティングデバイスのプロセッサに、請求項４２～５０のいずれかに記載の方
法を行わせるように構成された、コンピュータが実行可能なソフトウェア命令をそこに格
納した、
　非一時的なコンピュータ可読媒体。
【請求項５２】
　システムであって、
　第１のオーディオデバイスと、
　第２のオーディオデバイスと、を備え、
　前記第１のオーディオデバイスが、プロセッサが実行可能な命令を格納するように構成
されたメモリと、プロセッサとを備え、
　前記プロセッサが実行可能な命令を実行させて、請求項４２～５０のいずれかに記載の
方法を行わせるように構成された、
　システム。
【請求項５３】
　第１のオーディオデバイスであって、
　プロセッサが実行可能な命令を格納するように構成されたメモリと、
　前記メモリと通信し、請求項４２～５０のいずれかに記載の方法を行うために、前記プ
ロセッサが実行可能な命令を実行するように構成されたプロセッサと、を備える、
　第１のオーディオデバイス。
【請求項５４】
　請求項４２～５０に記載の方法のうちのいずれかを行うための手段を備える、
　オーディオデバイス。
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【請求項５５】
　オーディオシステムであって、
　一対のオーディオデバイスであって、各々が使用者のそれぞれの耳に装着され、かつ支
持されるように構成されており、少なくとも部分的な音響チャンバを集合的に形成するよ
うに一緒に結合可能である、一対のオーディオデバイスを備え、
　各オーディオデバイスが、前記少なくとも部分的な音響チャンバを利用して、そこから
放出される音を改変するように配設されている、集団聴取スピーカとして動作可能な少な
くとも１つのスピーカを備える、
　オーディオシステム。
【請求項５６】
　各オーディオデバイスが、集団聴取スピーカとして動作可能な前記スピーカとは異なる
個人聴取スピーカとして動作可能なスピーカを備える、請求項５５に記載のオーディオシ
ステム。
【請求項５７】
　各オーディオデバイスに対して、前記集団聴取スピーカとして動作可能な前記少なくと
も１つのスピーカの前方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに面して配設されて
いる、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項５８】
　各オーディオデバイスに対して、前記集団聴取スピーカとして動作可能な前記少なくと
も１つのスピーカが、前記少なくとも部分的な音響チャンバ内の前部容積の空気に向かう
方向に音を出力するように配設されている、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項５９】
　各オーディオデバイスに対して、前記集団聴取スピーカとして動作可能な前記少なくと
も１つのスピーカの後方側が、前記少なくとも部分的な音響チャンバに面して配設されて
いる、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項６０】
　各オーディオデバイスが、前記集団聴取スピーカとして動作可能な前記少なくとも１つ
のスピーカの前記後方側を、前記少なくとも部分的な音響チャンバと音響的に結合するよ
うに構成された音響ポートを更に備える、請求項５９に記載のオーディオシステム。
【請求項６１】
　各オーディオデバイスに対して、前記集団聴取スピーカとして動作可能な前記少なくと
も１つのスピーカが、前記少なくとも部分的な音響チャンバ内の後方容積の空気から離れ
る方向に音を出力するように配設されている、請求項５９に記載のオーディオシステム。
【請求項６２】
　一緒に結合されるときに前記オーディオデバイスによって画定される前記少なくとも部
分的な音響チャンバが、各オーディオデバイスの前記集団聴取スピーカとして動作可能な
前記少なくとも１つのスピーカによって生成された音を、方向付けること、混成させるこ
と、又は増幅させることのうちの少なくとも１つを行うように構成されている、請求項５
５に記載のオーディオシステム。
【請求項６３】
　各オーディオデバイスが、前記オーディオデバイスを一緒に取り外し可能に結合するた
めの少なくとも１つの結合デバイスを含む、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項６４】
　各オーディオデバイスが、前記集団聴取スピーカとして動作可能な前記少なくとも１つ
のスピーカを、前記オーディオデバイスを一緒に結合することに応じて起動させ、前記オ
ーディオデバイスの結合解除に応じて停止させるように構成された処理ユニットを備える
、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項６５】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが気密でない、請求項５５に記載のオーディオシ
ステム。
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【請求項６６】
　前記少なくとも部分的な音響チャンバが気密である、請求項５５に記載のオーディオシ
ステム。
【請求項６７】
　各オーディオデバイスが、少なくとも１つの音響ポートをその周囲に含み、そこを通じ
て、前記オーディオデバイス内で発生された音が、前記オーディオデバイスを出る、請求
項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項６８】
　前記オーディオデバイスが、前記少なくとも部分的な音響チャンバを集合的に形成する
ために、対面して結合可能である、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項６９】
　前記オーディオデバイスが、前記少なくとも部分的な音響チャンバを集合的に形成する
ために、鋭角で一緒に結合可能である、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項７０】
　前記オーディオデバイスが互いに又は別個のベースデバイスに結合されていると判定す
るように構成された１つ以上のセンサを更に備える、請求項５５に記載のオーディオシス
テム。
【請求項７１】
　前記オーディオデバイスが使用者の耳に固定されていると判定するように構成された１
つ以上のセンサを更に備える、請求項５５に記載のオーディオシステム。
【請求項７２】
　ベースデバイスであって、前記オーディオデバイスがそこに結合されており、かつ音を
発生するときに、前記オーディオデバイスを支持し、前記オーディオデバイスから発出さ
れている音を改変するように構成されたベースデバイスを、更に備える、請求項５５に記
載のオーディオシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願）
　本出願は、２０１６年４月２１日に出願された「ＨＥＡＤ－ＷＯＲＮ　ＡＵＤＩＯ　Ｓ
ＹＳＴＥＭ」と題する米国仮特許出願第６２／３２５，９０４号、及び２０１６年９月１
５日に出願された「ＡＵＤＩＯ　ＳＹＳＴＥＭ」と題する米国仮特許出願第６２／３９５
，３０５号に対する優先権の利益を主張し、前述の全ての内容全体が参照により本明細書
に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　ヘッドホンのような、いくつかのオーディオシステムは、使用者の耳の近くに装着され
るスピーカ要素を含む。その結果、これらのスピーカ要素は、そのようなオーディオシス
テムを装着する使用者が、近くにいる他人を邪魔することなく、メディアを楽しむことを
可能にし得る、比較的低い音量でオーディオを出力することができる。１人以上の他の使
用者とオーディオを聴取したい使用者に対して、いくつかのオーディオシステムは、近く
の（例えば、同じ部屋の中の）使用者によって聴取され得る音量でオーディオを出力する
ように構成されているスピーカ要素を含む。しかしながら、現在のオーディオシステムは
、通常は、個人聴取システム（例えば、ヘッドホン）、及び集団聴取システム（例えば、
パブリックアドレスシステム）の両方として選択的に動作するようには構成されていない
。その結果、使用者は、個人聴取のために１つのオーディオシステムを利用し、集団聴取
のために別個の第２のオーディオシステムを利用する必要があり得る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】



(9) JP 2019-515539 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

　様々な実施形態は、第１のスピーカと、第２のスピーカと、第１の封止体と、封止体に
結合されたカバー体と、を含む、第１のオーディオデバイスを提供する。いくつかの実施
形態において、第１の封止体は、第２のオーディオデバイスの第２の封止体に結合して、
第１のオーディオデバイスと第２のオーディオデバイスとの間に少なくとも部分的な音響
チャンバを形成するように構成されてもよい。いくつかの実施形態において、第２のスピ
ーカは、第１の封止体が第２の封止体に結合されている間、少なくとも部分的な音響チャ
ンバを利用して音を発生させてもよい。
【０００４】
　いくつかの実施形態において、第１のスピーカは、個人聴取スピーカとして構成されて
もよく、第２のスピーカは、集団聴取スピーカとして構成されてもよい。第２のスピーカ
の前方側は、少なくとも部分的な音響チャンバに面するように構成されてもよい。いくつ
かの実施形態において、少なくとも部分的な音響チャンバは、音を発生させるために第２
のスピーカによって利用される前方容積の空気をカプセル化し、第２のスピーカは、少な
くとも部分的な音響チャンバに向かう方向に音を出力するように構成されてもよい。
【０００５】
　いくつかの実施形態において、第２のスピーカの後方側は、少なくとも部分的な音響チ
ャンバに面するように構成されてもよい。このような実施形態において、第１のオーディ
オデバイスはまた、第２のスピーカの後方側を、少なくとも部分的な音響チャンバと音響
的に結合するように構成された音響ポートを含んでもよい。いくつかの実施形態において
、少なくとも部分的な音響チャンバは、音を発生させるために第２のスピーカによって利
用される後方容積の空気をカプセル化してもよく、第２のスピーカは、少なくとも部分的
な音響チャンバから離れる方向に音を出力するように構成されてもよい。いくつの実施形
態において、第１の封止体は、第２の封止体に結合されてもよく、少なくとも部分的な音
響チャンバは、第２のスピーカによって発生された音を方向付けること、混成させること
、又は増幅させることのうちの少なくとも１つを行うように構成されてもよい。いくつか
の実施形態において、第１の封止体が第２の封止体に結合されている間、少なくとも部分
的な音響チャンバは、第２のスピーカによって発生された音を、第２のオーディオデバイ
スに含まれる少なくとも１つのスピーカによって発生された音と、混成するように構成さ
れてもよい。
【０００６】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスが第２のオーディオデバイス
に結合されていないときに、封止体は、使用者の耳の大部分を収容するのに好適なチャン
バを画定するように構成されてもよい。カバー体は、少なくとも部分的な音響チャンバ内
に突出するように構成された中耳部分を含んでもよく、第１のスピーカは、中耳部分に埋
め込まれているか、又は結合されているかの１つであってもよい。第１の封止体は、第１
の結合デバイスを含んでもよく、第１の封止体は、第１の結合デバイスが第２の封止体に
含まれる第２の結合デバイスに結合するときに、第２の封止体に結合するように構成され
てもよい。このような実施形態において、第１の結合デバイスは、磁石、相互係止デバイ
ス、又はファスナのうちの１つであってもよい。
【０００７】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスはまた、処理ユニットを含ん
でもよい。第１のスピーカは、個人聴取スピーカとして構成されてもよく、第２のスピー
カは、集団聴取スピーカとして構成されてもよく、処理ユニットは、第１の封止体が第２
の封止体に結合されたと判定したことに応じて、第１のスピーカを停止させ、かつ第１の
封止体が第２の封止体から結合解除されたと判定したことに応じて、第１のスピーカを起
動させるように構成されてもよい。いくつかの実施形態において、処理ユニットは、第１
の封止体を第２の封止体に結合することに応じて、第２のスピーカを起動させ、かつ第１
の封止体を第２の封止体から結合解除することに応じて、第２のスピーカを停止させるよ
うに構成されてもよい。
【０００８】
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　いくつかの実施形態において、カバー体は、タッチ入力デバイスを含んでもよい。第１
の封止体は、第１の封止体が第２の封止体に結合されている間、少なくとも部分的な音響
チャンバが気密ではないように、第１の封止体と第２の封止体との間に間隙を形成するよ
うに構成されてもよい。少なくとも部分的な音響チャンバは、気密であってもよい。
【０００９】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスは、カバー体と第１の封止体
との間に形成された溝部を含んでもよい。このような実施形態において、溝部は、少なく
とも１つの音響ポートを含んでもよい。溝部は、少なくとも１つの照明要素を含んでもよ
い。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスと第２のオーディオデバイ
スとの間の装着の角度は、（少なくとも実質的に）１８０度に等しくてもよい。
【００１０】
　いくつかの実施形態において、第１の封止体は、前方部分及び後方部分を含んでもよく
、少なくとも部分的な音響チャンバは、前方部分が第２の封止体に結合され、かつ後方部
分が第２の封止体に結合されていないときに形成されてもよい。いくつかの実施形態にお
いて、第１のオーディオデバイスが第２のオーディオデバイスに結合されている間、第１
のスピーカは、第１のスピーカによって発生された音が、第２のオーディオデバイスの第
２のスピーカから音が再生される方向と交差する方向に投射されるような配向において構
成されてもよい。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスが第２のオー
ディオデバイスに結合されている間、第１のスピーカは、第１のスピーカによって発生さ
れた音が、第２のオーディオデバイスの第２のスピーカによって発生された音と混合する
こと、混成すること、又は干渉することのうちの少なくとも１つを行うように、音収束ゾ
ーンに向けて投射される音を発生するように構成されてもよい。いくつかの実施形態にお
いて、第１のオーディオデバイスはまた、第２のオーディオデバイス又はベースデバイス
のうちの少なくとも１つと通信するように構成されたトランシーバを含んでもよい。
【００１１】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスはまた、第１のオーディオデ
バイスが第２のオーディオデバイス又はベースデバイスのうちの１つに結合されていると
判定するように構成された第１のセンサを含んでもよい。このような実施形態において、
第１のオーディオデバイスはまた、第１のオーディオデバイスが使用者に固定されている
と判定するように構成された第２のセンサを含み得、第２のセンサは第１のセンサとは異
なり得る。いくつかの実施形態において、第１のセンサは、磁気センサであってもよく、
第２のセンサは、静電容量センサであってもよい。
【００１２】
　様々な他の実施形態は、第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイスを含
むシステムを提供する。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスは、第
１のスピーカと、第２のスピーカと、第１の封止体と、第１の封止体に結合された第１の
カバー体と、を含んでもよい。第２のオーディオデバイスは、第３のスピーカと、第４の
スピーカと、第２の封止体と、第２の封止体に結合された第２のカバー体と、を含んでも
よい。このような実施形態において、第１の封止体及び第２の封止体は、一緒に結合して
、第１のオーディオデバイスと第２のオーディオデバイスとの間に、少なくとも部分的な
音響チャンバを形成するように構成されてもよく、第１のスピーカ、第２のスピーカ、第
３のスピーカ、及び第４のスピーカのうちの少なくとも２つは、少なくとも部分的な音響
チャンバを利用して音を発生してもよい。いくつかの実施形態において、システムはまた
、第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイスのうちの少なくとも１つに結
合するように構成されたベースデバイスを含んでもよい。
【００１３】
　いくつかの実施形態において、第１のスピーカは、個人聴取スピーカとして構成されて
もよく、第２のスピーカは、集団聴取スピーカとして構成されてもよい。いくつかの実施
形態において、第２のスピーカの前方側は、少なくとも部分的な音響チャンバに面するよ
うに構成されてもよく、第４のスピーカの前方側は、少なくとも部分的な音響チャンバに
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面するように構成されてもよい。いくつかの実施形態において、少なくとも部分的な音響
チャンバは、音を発生させるために第２のスピーカ及び第４のスピーカによって利用され
る前方容積の空気を含んでもよく、第２のスピーカ及び第４のスピーカは、少なくとも部
分的な音響チャンバに向かう方向に音を出力するように構成されてもよい。
【００１４】
　いくつかの実施形態において、第２のスピーカの後方側は、少なくとも部分的な音響チ
ャンバに面するように構成されてもよく、第４のスピーカの後方側は、少なくとも部分的
な音響チャンバに面するように構成されてもよい。このような実施形態において、システ
ムはまた、第２のスピーカの後方側を、少なくとも部分的な音響チャンバと音響的に結合
するように構成された、音響ポートを含んでもよい。いくつかの実施形態において、少な
くとも部分的な音響チャンバは、音を発生させるために第２のスピーカ及び第４のスピー
カによって利用される後方容積の空気を含んでもよく、第２のスピーカ及び第４のスピー
カは、少なくとも部分的な音響チャンバから離れる方向に音を出力するように構成されて
いてもよい。いくつか実施形態において、第１の封止体が第２の封止体に結合されている
間、少なくとも部分的な音響チャンバは、第２のスピーカによって発生された音を方向付
けること、混成させること、又は増幅させることのうちの少なくとも１つを行うように構
成されていてもよい。このような実施形態において、少なくとも部分的な音響チャンバは
、第２のスピーカによって発生された第１の音を、第４のスピーカによって発生された第
２の音と、混成するように構成されていてもよい。
【００１５】
　様々な実施形態は、第２のオーディオデバイスと共に使用可能な第１のオーディオデバ
イス上に実装されたコンピュータ実装方法を提供する。いくつかの実施形態において、方
法は、第１のオーディオデバイスが使用者に固定されていないと判定することと、第２の
オーディオデバイスが使用者に固定されていないと判定することと、第１のオーディオデ
バイスが第２のオーディオデバイス又はベースデバイスのうちの１つに結合されていると
判定することと、少なくとも第１のオーディオデバイスに集団聴取モードを有効化させる
ことと、を含んでもよい。いくつかの実施形態において、第２のオーディオデバイスが使
用者に固定されていないと判定することは、第２のオーディオデバイスが使用者に固定さ
れているかどうかに関する情報を要求する通知を第２のオーディオデバイスに送信するこ
とと、情報を得ることと、第２のオーディオデバイスが情報に基づいて、使用者に固定さ
れていないと判定することと、を含んでもよい。いくつかの実施形態において、情報は、
第２のオーディオデバイスに含まれる１つ以上のセンサによって得られたセンサ情報、及
び／又は第２のオーディオデバイスが使用者に結合されていないという判定を含んでもよ
い。
【００１６】
　いくつかの実施形態において、方法はまた、第１のオーディオデバイスが、第２のオー
ディオデバイス又はベースデバイスのうちの１つから結合解除されたと判定することと、
第１のオーディオデバイスに集団聴取モードを無効化させることと、を含んでもよい。い
くつかの実施形態において、方法はまた、第１のオーディオデバイスが第２のオーディオ
デバイス又はベースデバイスのうちの１つに結合されているという判定に応じて、コンピ
ューティングデバイスに集団聴取モードを有効化させることを含んでもよい。いくつかの
実施形態において、方法はまた、第１のオーディオデバイスがもはや第２のオーディオデ
バイス又はベースデバイスのうちの１つに結合されていないと判定することと、集団聴取
モードが第１のオーディオデバイス上で有効化された時刻から、閾値期間の時間が経過し
たと判定することと、第１のオーディオデバイスをアクティブモードから待機モードに遷
移させることと、を含んでもよい。いくつかの実施形態において、少なくとも第１のオー
ディオデバイスに集団聴取モードを有効化させることは、集団聴取スピーカを起動させる
ことを含む。いくつかの実施形態において、少なくとも第１のオーディオデバイスに集団
聴取モードを有効化させることは、スピーカを個人聴取モードから集団聴取モードに遷移
させることを含んでもよい。



(12) JP 2019-515539 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

【００１７】
　様々な実施形態は、非一時的なコンピュータ可読媒体であって、コンピューティングデ
バイスのプロセッサに、上記の方法のいずれかの動作を行わせるように構成された、コン
ピュータ実行可能なソフトウェア命令をそこに格納した非一時的なコンピュータ可読媒体
を提供する。様々な実施形態は、第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイ
スを含む、システムを提供し、第１のオーディオデバイスは、プロセッサが実行可能な命
令を格納するように構成されたメモリと、プロセッサとを含んでもよく、かつプロセッサ
が実行可能な命令を実行させて、上記の方法の動作を行わせるように構成されてもよい。
様々な実施形態は、第１のオーディオデバイスであって、プロセッサが実行可能な命令を
格納するように構成されたメモリと、メモリと通信し、上記のいずれかの方法の動作を行
うために、プロセッサが実行可能な命令を実行するように構成されたプロセッサと、を含
み得る、第１のオーディオデバイスを提供する。様々な実施形態は、上記の方法の動作の
うちのいずれかを行うための手段を備えるオーディオデバイスを提供する。
【００１８】
　様々な実施形態は、使用者のそれぞれの耳に装着されて支持されるように構成されてお
り、一緒に結合可能であり、少なくとも部分的な音響チャンバを集合的に形成する、一対
のオーディオデバイスを含み得る、オーディオシステムを提供する。このような実施形態
において、各オーディオデバイスは、少なくとも部分的な音響チャンバを利用して、そこ
から放出される音を改変するように配設される、集団聴取スピーカとして動作可能な少な
くとも１つのスピーカを含み得る。いくつかの実施形態において、各オーディオデバイス
は、集団聴取スピーカとして動作可能なスピーカとは異なる、個人聴取スピーカとして動
作可能なスピーカを含み得る。いくつかの実施形態において、各オーディオデバイスに対
して、集団聴取スピーカとして動作可能な少なくとも１つのスピーカの前方側は、少なく
とも部分的な音響チャンバに面して配設され得る。いくつかの実施形態において、各オー
ディオデバイスに対して、集団聴取スピーカとして動作可能な少なくとも１つのスピーカ
は、少なくとも部分的な音響チャンバ内の前部容積の空気に向かう方向に音を出力するよ
うに配設され得る。
【００１９】
　いくつかの実施形態において、各オーディオデバイスに対して、集団聴取スピーカとし
て動作可能な少なくとも１つのスピーカの後方側は、少なくとも部分的な音響チャンバに
面するように配設され得る。このような実施形態において、各オーディオデバイスはまた
、集団聴取スピーカとして動作可能な少なくとも１つのスピーカの後方側を、少なくとも
部分的な音響チャンバと音響的に結合するように構成された音響ポートを含んでもよい。
いくつかの実施形態において、各オーディオデバイスに対して、集団聴取スピーカとして
動作可能な少なくとも１つのスピーカは、少なくとも部分的な音響チャンバ内の後方容積
の空気から離れる方向に音を出力するように配設され得る。
【００２０】
　いくつかの実施形態において、一緒に結合されるときにオーディオデバイスによって集
合的に画定される少なくとも部分的な音響チャンバは、各オーディオデバイスの集団聴取
スピーカとして動作可能な少なくとも１つのスピーカによって発生された音を、方向付け
ること、混成させること、又は増幅させることのうちの少なくとも１つを行うように構成
され得る。いくつかの実施形態において、各オーディオデバイスは、オーディオデバイス
を一緒に取り外し可能に結合するための少なくとも１つの結合デバイスを含んでもよい。
いくつかの実施形態において、各オーディオデバイスは、集団聴取スピーカとして動作可
能な少なくとも１つのスピーカを、オーディオデバイスを一緒に結合することに応じて起
動させ、オーディオデバイスの結合解除に応じて停止させるように構成され得る処理ユニ
ットを含んでもよい。
【００２１】
　いくつかの実施形態において、少なくとも部分的な音響チャンバは、気密でなくてもよ
い。いくつかの実施形態において、少なくとも部分的な音響チャンバは、気密であっても
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よい。いくつかの実施形態において、各オーディオデバイは、少なくとも１つの音響ポー
トをその周囲に含み得、そこを通じて、オーディオデバイス内で発生された音がオーディ
オデバイスを出る。いくつかの実施形態において、オーディオデバイスは、少なくとも部
分的な音響チャンバを集合的に形成するために、対面して結合可能であってもよい。いく
つかの実施形態において、オーディオデバイスは、少なくとも部分的な音響チャンバを集
合的に形成するために、鋭角で一緒に結合可能であってもよい。いくつかの実施形態にお
いて、オーディオシステムはまた、オーディオデバイスが互いに又は別個のベースデバイ
スに結合されていると判定するように構成された１つ以上のセンサを含んでもよい。いく
つかの実施形態において、オーディオシステムはまた、オーディオデバイスが使用者の耳
に固定されていると判定するように構成された１つ以上のセンサを含んでもよい。いくつ
かの実施形態において、オーディオシステムはまた、オーディオデバイスを支持し、かつ
オーディオデバイスがそこに結合されて音を発生するときに、オーディオデバイスから発
出されている音を改変するように構成されたベースデバイスを含んでもよい。
【００２２】
　前述の実施形態及び付随する多くの利点は、添付の図面と共に取り入れられるとき、以
下の発明を実施するための形態を参照することによって、より良好に理解されるにつれて
、より容易に理解されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１Ａ】いくつかの実施形態による、オーディオシステムを図示する通信システム図で
ある。
【図１Ｂ】いくつかの実施形態による、図１Ａに図示されたオーディオシステムに含まれ
るオーディオデバイスを示すコンポーネントブロック図である。
【図２Ａ】いくつかの実施形態による、図１Ａに示されたオーディオシステムの背面側の
外観である。
【図２Ｂ】いくつかの実施形態による、図２Ａに示されたオーディオシステムの背面側の
外観斜視図である。
【図３】いくつかの実施形態による、図２Ａに示された基準線Ａ及びＢに沿って取られた
、図２Ａ～２Ｂに示されたオーディオシステムの断面図である。
【図４Ａ】いくつかの実施形態による、図２Ａ～３に示したオーディオシステムの側面の
外観図である。
【図４Ｂ】いくつかの実施形態による、図４Ａに示されたオーディオシステムの別の側面
の外観図である。
【図４Ｃ】いくつかの実施形態による、図４Ａに示された基準線Ｃに沿って取られた、図
４Ａ～４Ｂに示されたオーディオシステムの背面側の断面図である。
【図４Ｄ】いくつかの実施形態による、代わりのオーディオシステの背面側の断面図であ
る。
【図５】いくつかの実施形態による、代わりのオーディオシステムの背面側の外観図であ
る。
【図６】いくつかの実施形態による、代替的な構成を有する代替的なオーディオシステム
の底部側の斜視図である。
【図７】いくつかの実施形態による、代替的な構成を有する代替的なオーディオシステム
の底部側の斜視図である。
【図８Ａ】いくつかの実施形態による、ベースデバイスを含むオーディオシステムの側面
側の外観図である。
【図８Ｂ】いくつかの実施形態による、代わりの設計を有するベースデバイスを含む別の
オーディオシステムの前面側の半透明の外観図である。
【図８Ｃ】いくつかの実施形態による、図８Ｂに示されたオーディオシステムの上面側の
断面図である。
【図９】いくつかの実施形態による、集団聴取モード又は個人聴取モードで動作するよう
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に、オーディオシステム内のオーディオデバイスを構成するための実施形態方法を示すプ
ロセスフロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　装着装置の様々な実施形態が、人間の使用者の耳の特定の解剖学的特徴に関して記載さ
れ得る。参照を容易にするために、本開示では、次の用語を使用して、使用者の耳の解剖
学的特徴を参照することができる。「耳の根元」という用語は、使用者の頭に対して近位
の耳の一部を指す。具体的には、使用者の耳の根元は、使用者の頭に耳を固定する耳の一
部又は構造であってもよい。また、本明細書で使用する「外耳」という用語は、耳の根元
と比べて、使用者の頭に対して遠位の耳の一部を指す。外耳は、耳の耳介、耳輪、及び／
若しくは小葉の少なくとも一部を含むか、又は別の方法でそれによって画定されてもよい
。典型的には、耳の外耳の周囲は、耳の根元の周囲よりも大きい。更に、「耳の前部」及
び「耳の前方部分」という用語は、交換可能に使用され、使用者の顔に近位であって、使
用者の頭の後ろに遠位の耳の一部を指す。耳の前部には、使用者の顔の近位にある耳輪、
対耳輪（ａｎｔｉｈｅｌｉｘ）、耳珠（ｔｒａｇｕｓ）、及び対耳珠の一部が含まれ得る
。「耳の後部」及び「耳の後方部分」という用語は、交換可能に使用され、使用者の頭の
後ろに近位であって、使用者の顔に遠位の耳の一部を指す。耳の後部には、耳輪の一部と
、使用者の頭の後部に近位の対耳輪が含まれてもよい。「耳の内側部分」という用語は、
外耳道の近位にあるが外耳道を含まない、外耳の一部を指す。耳の内側部分には、限定す
るものではないが、耳甲介、対耳輪、対耳珠、及び耳珠のうちの１つ以上の少なくとも一
部分が含まれ得る。本明細書では、上記の用語に対する更なる説明及び参照が提供される
。
【００２５】
　本明細書で使用する、「スピーカ」又は「拡声スピーカ］という用語は、交換可能に使
用され、一般に、電気信号を可聴音に変換するように構成されている電気音響変換器を指
す。「個人聴取スピーカ」という用語は、個人聴取デバイスとして使用するのに好適な音
量でオーディオを再生するように構成されているスピーカを指す。非限定的な例として、
個人聴取スピーカは、使用者の聴覚を損なうことなく、使用者の耳の近くに音を出力する
ように構成されたヘッドホン又はイヤホンデバイスに含めることができる。「集団聴取ス
ピーカ」という用語は、集団聴取デバイスとして使用するのに好適な音量で音を出力する
ように構成されているスピーカを指す。非限定的な例において、集団聴取スピーカは、携
帯型Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）スピーカなどの携帯型拡声スピーカに含まれてもよ
く、かつ集団聴取スピーカに近い個人の集団に聞こえる音量を有するオーディオを再生す
るように構成されてもよい。当業者に既知であろうように、本明細書で使用する、「後方
容積」という用語は、一般にスピーカドライバの後方に面する側の空気の容積を指し、「
前方容積」という用語は、一般にスピーカドライバの前方に面する側の空気の別の容積を
指す。
【００２６】
　概説において、本開示の態様は、上記のような現在のオーディオシステム以上の改善を
特徴とするオーディオシステムを含む。具体的には、いくつかの実施形態において、オー
ディオシステムは、第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイスを含むこと
ができる。第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイスは、少なくとも１つ
のスピーカを各々含むことができる。第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデ
バイスは、１つ以上の結合デバイス（例えば、相互係止コンポーネント、磁石など）を介
して互いに選択的に結合されてもよい。一緒に結合されている間、第１のオーディオデバ
イス及び第２のオーディオデバイスは、少なくとも部分的な音響チャンバを集合的に形成
／画定することができる。この構成において、第１のオーディオデバイス及び第２のオー
ディオデバイスの各々は、集団聴取に好適な音を発生するために、少なくとも部分的な音
響チャンバを集合的に利用してもよい。第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオ
デバイスが結合解除されている間、少なくとも部分な音響チャンバは、未形成であっても
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よく、第２のオーディオデバイスは、個人聴取に好適な音を発生するように個々に構成さ
れてもよい。
【００２７】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス及び第２のオーディオデバイ
スのそれぞれ１つ以上のスピーカは、集団聴取に好適な音を発生するために、少なくとも
部分的な音響チャンバを前方容積として集合的に利用してもよい。このような実施形態に
おいて、第１のオーディオデバイスのスピーカの前方側は、少なくとも部分的な音響チャ
ンバに面し、かつ少なくとも部分的な音響チャンバに音を方向付けるように構成されても
よい。同様に、第２のオーディオデバイスのスピーカの前方側は、少なくとも部分的な音
響チャンバに面し、かつ第１のオーディオデバイスが少なくとも部分的な音響チャンバに
音を方向付けるとき、又はそれとほぼ同時に、少なくとも部分的な音響チャンバに音を方
向付けるように構成されてもよい。少なくとも部分的な音響チャンバは、第１及び／又は
第２のオーディオデバイスからの音出力を、混合すること、組み合わせること、混成する
こと、集中させること、音響的／受動的に増幅すること、及び／又は方向付けることに好
適な形状を有するように構成され得る。したがって、第１及び第２のオーディオデバイス
を一緒に結合することにより、第１及び第２のオーディオデバイスのスピーカから生成さ
れる音の知覚される音量を増加させることができ、並びに／又はそのような音の低音応答
を改善することなどによって音の特性を改変することができる。このような実施形態によ
れば、第１及び第２のオーディオデバイスを一緒に結合することによって、オーディオシ
ステムの能力を集団聴取デバイスとして、有効化し又は改善することができる。
【００２８】
　いくつかの代替的な実施形態において、第１のオーディオデバイスと第２のオーディオ
デバイスのそれぞれ１つ以上のスピーカは、集団聴取に好適な音を発生するときに、少な
くとも部分的な音響チャンバを後方容積として集合的に利用してもよい。このような実施
形態において、第１のオーディオデバイスのスピーカは、スピーカの後方に面する側が少
なくとも部分的な音響チャンバに音響的に結合するように構成されてもよい。同様に、第
２のオーディオデバイスのスピーカは、スピーカの後方に面する側が少なくとも部分的な
音響チャンバに音響的に結合するように構成されてもよい。音響チャンバを後方容積とし
て利用することによって、第１及び第２のオーディオデバイスは、それらのそれぞれのハ
ウジング内の空間を、後方容積として使用するために、含めるか、又は利用する必要がな
く、それにより、これらのデバイスがより小さい全体的なフォームファクタを有すること
ができる。更に、音響チャンバは、比較的大きな後方容積を形成するため、第１及び第２
のオーディオデバイスは、例えば、より低い周波数の音を発生させるために、音響チャン
バによって提供される比較的大きな後方容積をスピーカが活用できるようにすることによ
って、低音応答の改善された音を発生することができる。
【００２９】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイスに含まれる１つ以上のスピー
カは、第１のオーディオデバイスが第２のオーディオデバイスに結合されていない間（又
は、いくつかの実施形態においてベースデバイスに結合されていない間）では、個人聴取
スピーカとして動作するように構成され得る。例えば、第１のオーディオデバイスが第２
のオーディオデバイスに結合されていない間、第１のオーディオデバイスに含まれる集団
聴取スピーカは、停止又は無効化されてもよく、かつ第１のオーディオデバイスに含まれ
る個人聴取スピーカは、起動又は有効化されてもよい。第１のオーディオデバイスを第２
のオーディオデバイス（又はベースデバイス）に結合すると、第１のオーディオデバイス
に含まれるスピーカのうちの１つ以上は、集団視聴スピーカとして動作するように構成さ
れ得る。非限定的な例において、第１のオーディオデバイスを第２のオーディオデバイス
（又はベースデバイス）に結合することに応じて、第１のオーディオデバイスに含まれる
集団視聴スピーカは、起動又は有効化され得、かつ第１のオーディオデバイスに含まれる
個人視聴スピーカは、停止又は無効化され得る。いくつかの実施形態において、第１のオ
ーディオデバイスを第２のオーディオデバイス又はベースデバイス、に結合又は、そこか
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ら結合解除すると、第１のオーディオデバイスに含まれる１つ以上のスピーカが集団聴取
モードから個人聴取モードに遷移し、又は逆に遷移し得る。したがって、このような実施
形態において、第１のオーディオデバイスに含まれる１つのスピーカは、集団聴取スピー
カ又は個人聴取スピーカのいずれかとして選択的に機能し得る。第２のオーディオデバイ
スは、第１のオーディオデバイスと同様に構成され（例えば、第１のオーディオデバイス
の鏡像として構成され）てもよく、したがって、第２のオーディオデバイスが第１のオー
ディオデバイス（又はベースデバイス）に結合されていない間、個人聴取スピーカとして
動作するように構成され、かつ第１のオーディオデバイス（又はベースデバイス）に結合
されている間、集団視聴スピーカとして動作するように構成された１つ以上のスピーカを
含み得る。
【００３０】
　添付図面を参照して、様々な実施形態が詳細に記載される。可能な限り、同じ参照番号
は、図面全体を通じて同じ又は同様の部品を指すために使用される。実施例及び実装例に
対する言及は、例示目的のためのものであり、本発明又は特許請求の範囲を限定するもの
ではない。
【００３１】
　図１Ａは、いくつかの実施形態による、本開示の態様を実装するのに好適なオーディオ
システム１０１を含む、例示的な動作環境１００の機能ブロック図である。図１Ａに図示
された例において、オーディオデバイス１０１は第１のオーディオデバイス１０２ａ及び
第２のオーディオシステム１０２ｂを含み得る。いくつかの任意選択的な実施形態におい
て、オーディオシステム１０１はまた、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオ
ーディオデバイス１０２ｂの一方又は両方と共に、結合するか、又は別の方法で動作する
ように構成されたベースデバイス１０３を含むことができる。
【００３２】
　第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂは、Ｗｉ－
Ｆｉ（登録商標）　Ｄｉｒｅｃｔ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、又は類似の通信リンクなどの、
ワイヤレス通信リンク１１３を介して互いに通信することができる。いくつかの実施形態
において、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂは
、第１のオーディオデバイス１０２ａ又は第２のオーディオデバイス１０２ｂのうちの一
方（「マスター」デバイス）は、ワイヤレス通信リンク１１３を介して、デバイス１０２
ａ、１０２ｂの間の活動、動作、及び／又は機能を調整するマスタースレーブ関係を維持
することができる。第１のオーディオデバイス１０２ａ又は第２のオーディオデバイス１
０２ｂのうちの他方（「スレーブ」デバイス）は、ワイヤレス通信リンク１１３を介して
、マスタデバイスからコマンドを受信し、マスタデバイスに情報又は確認を提供すること
ができる。非限定的な例として、第１のオーディオデバイス１０２ａがマスタデバイスで
あってもよく、オーディオデータ及びタイミング／同期情報を第２のオーディオデバイス
１０２ｂに提供して、第１オーディオデバイス１０２ａによるオーディオデータの出力に
同期して、第２オーディオデバイス１０２ｂがオーディオデータの出力を開始することを
有効化してもよい。この例において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、第２のオー
ディオデバイス１０２ｂに、歌及びタイミング情報のデータ表現を提供することができ、
第２のオーディオデバイス１０２ａ及び第１のオーディオデバイス１０２ａが、それらそ
れぞれのスピーカのうちの１つ以上を介して、同時に、その歌を再生することを可能にす
る。代替的に、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２
ｂは、それぞれのデバイスの情報、センサ読み取り値、データなどを共有し、一方のデバ
イスが他方のデバイスの動作を直接制御することなく、デバイス１０２ａ、１０２ｂ間の
活動、動作、機能などを調整する、ピア（ｐｅｅｒ）デバイスであってもよい。
【００３３】
　第１のオーディオデバイス１０２ａ及び／又は第２のオーディオデバイス１０２ｂは、
例えば、ワイヤレス通信リンク１１２、１１４を介して、ベースデバイス１０３と通信す
ることができる。いくつかの実施形態において、ベースデバイス１０３は、第１のオーデ
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ィオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂの各々に情報又は他のデータ
（例えば、オーディオデータ）を提供してもよい。非限定的な例として、ベースデバイス
１０３は第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂにオ
ーディオデータ及び／又はタイミングデータを提供して、デバイス１０２ａ、１０２ｂが
、同じ時間又はほぼ同じ時間にオーディオデータを再生できるようにする。いくつかの実
施形態において、ベースデバイス１０３は、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２の
オーディオデバイス１０２ｂのうちの一方のみ（例えば、記載されたような「マスタ」デ
バイス）とのみ通信することができ、かつベースデバイス１０３からマスタデバイスに提
供された情報又はデータは、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバ
イス１０２ｂのうちの他の一方（例えば、記載されたような「スレーブ」デバイス）との
間で共有してもよい。
【００３４】
　いくつの実施形態において、オーディオシステム１０１のうちの少なくとも１つのデバ
イス（例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａ、第２のオーディオデバイス１０２ｂ
、又はベースデバイス１０３のうちの１つ）は、オーディオシステム１０１の外部の１つ
以上のコンピューティングデバイスと通信することができ、情報及び他のデータをこれら
のコンピューティングデバイスへ送信し、そこから受信することができる。図１Ａに図示
された非限定的な例において、オーディオシステム１０１の少なくとも１つのデバイスは
、ワイヤレス通信リンク１１０を介してコンピューティングデバイス１０６と、及び／又
はワイヤレス通信リンク１１１を介して他のコンピューティングデバイス１０５と通信す
ることができる。例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバ
イス１０２ｂは、モバイルコンピューティングデバイス１０６（例えば、スマートフォン
）とのＢｌｕｅｔｏｏｔｈ通信リンクを確立することができ、モバイルコンピューティン
グデバイス１０６からオーディオをストリームすることができる。コンピューティングデ
バイス１０５及び１０６は、ワイヤレス又はワイヤードリンクを介して通信可能である多
数のコンピューティングデバイス、限定されないが、ラップトップ、パーソナルコンピュ
ータ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、ハイブリッドＰＤＡ／携帯電話、携帯電話、スマートフ
ォン、装着型コンピューティングデバイス（例えば、ワイヤレスヘッドホン又はイヤホン
）、電子書籍リーダ、デジタルメディアプレーヤー、タブレットコンピュータ、ゲームコ
ンソール又はコントローラ、キオスク、拡張又は仮想現実デバイス、他のワイヤレスデバ
イス、セットトップ又は他のテレビボックスなどのうちのいずれかであってもよい。
【００３５】
　付加的に（又は代替的に）、オーディオシステム１０１の少なくとも１つのデバイスは
、少なくとも１つのネットワーク１２１を介して１つ以上のサーバ１１６と直接又は間接
的に通信することができる。例えば、オーディオシステム１０１内の少なくとも１つのデ
バイスは、ワイヤレスアクセスポイント、セルラ基地局、及び／又は、１つ以上のサーバ
１１６と直接若しくは間接的に通信することができる別の仲介デバイスに、ワイヤレス通
信リンク１１５（例えば、Ｗｉ－Ｆｉリンク、セルラＬＴＥリンクなど）を確立すること
ができる。このような実施形態において、オーディオシステム１０１内の少なくとも１つ
のデバイスは、１つ以上の仲介デバイスを介して、１つ以上のサーバ１１６と間接的に通
信することができる。別の例において、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び／又は第
２のオーディオデバイス１０２ｂは、ネットワーク１２１を介して、１つ以上のサーバ１
１６からのオーディオデータのストリームに対する要求を送信し、かつ１つ以上のサーバ
１１６は、ネットワーク１２１との通信リンク１１７を介して、要求されたデータストリ
ームを第１のオーディオデバイス１０２ａ及び／又は第２のオーディオデバイス１０２ｂ
に提供することによって、要求に応答することができる。いくつかの実施形態において、
オーディオシステム１０１の少なくとも１つのデバイスは、アナログ音源１０４（例えば
、人間）を受信するように構成されたマイクロホンを含むことができる。
【００３６】
　本明細書に記載の通信リンク１１０、１１１、１１２、１１３、１１４、１１５、１１
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７は、ワイヤードネットワーク、ワイヤレスネットワーク、又はそれらの組み合わせ（例
えば、ネットワーク１２１）を含むことができるネットワーク（図示せず）を通じる通信
経路であってよい。加えて、そのようなネットワークは、パーソナルエリアネットワーク
、ローカルエリアネットワーク、ワイドエリアネットワーク、ケーブルネットワーク、衛
星ネットワーク、セルラ電話ネットワークなど、又はこれらの組み合わせであってもよい
。加えて、本ネットワークは、パーソナルエリアネットワーク、ローカルエリアネットワ
ーク、ワイドエリアネットワーク、（例えば、無線又はテレビ用）無線放送ネットワーク
、ケーブルネットワーク、衛星ネットワーク、セルラ電話ネットワーク、又はそれらの組
み合わせであってもよい。いくつかの実施形態において、本ネットワークは、企業イント
ラネット又は大学イントラネットなどのプライベートネットワーク又はセミプライベート
ネットワークであってもよい。ネットワークは、Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　
Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ（ＧＳＭ）ネットワーク、Ｃｏｄｅ　Ｄｉ
ｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ（ＣＤＭＡ）ネットワーク、Ｌｏｎｇ　
Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ（ＬＴＥ）ネットワーク、又は何らかの他のタイプのワイ
ヤレスネットワークのような１つ以上のワイヤレスネットワークを含むこともできる。イ
ンターネット又は他の前述のタイプの通信ネットワークのいずれかを介して通信するため
のプロトコル及びコンポーネントは、当業者に周知であり、したがって、本明細書では詳
細には記載されない。
【００３７】
　説明を容易にするために、オーディオシステム１０１は、デバイス１０５、１０６、及
び１つ以上のサーバ１１６と通信しているものとして、図１Ａに図示されている。しかし
ながら、いくつかの実施形態において、オーディオシステム１０１は、図１Ａに図示され
たものよりものよりも多い、又は少ない通信コンピューティングデバイス及び／又はサー
バと通信することができる。
【００３８】
　図１Ｂは、いくつかの実施形態による、本開示の態様を実装するために使用され得るコ
ンピュータハードウェア及びソフトウェアコンポーネントの仕組みを含む、第１のオーデ
ィオコンピューティングデバイス１０２ａの一般的なアーキテクチャを示す。第１のオー
ディオコンピューティングデバイス１０２ａは、図１Ｂに示したものよりもより多くの（
又はより少ない）要素を含むことができる。しかしながら、これらの一般に因習的な要素
の全てが、有効な開示を提供するために示される必要はない。
【００３９】
　図示されるように、第１のオーディオデバイス１０２ａは、入力／出力デバイスインタ
ーフェース１２２、ネットワークインターフェース１１８、任意選択的なマイクホン１５
６、メモリ１２４、処理ユニット１２６、電源１２８、任意選択的なディスプレイ１７０
、少なくとも１つのスピーカ１３２、コンピュータ可読媒体ドライブ１６０を含むことが
でき、それらの全ては通信バスを経由して互いに通信することができる。ネットワークイ
ンターフェース１１８は、１つ以上のネットワーク又はコンピューティングシステムに接
続性を提供することができ、処理ユニット１２６は、ネットワークインターフェース１１
８を介して他のコンピューティングシステム又はサービスとの間で情報及び命令を受信及
び／又は送信をすることができる。例えば（図１Ａに図示されたように）、ネットワーク
インターフェース１１８は、Ｗｉ－Ｆｉ　Ｄｉｒｅｃｔ又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈ通信リン
クのようなワイヤレス通信リンクを介して、第２のオーディオデバイス１０２ｂ、ベース
デバイス１０３、モバイルコンピューティングデバイス１０６、及び／又は他のコンピュ
ーティングデバイス１０５と通信するように構成されてもよい。ネットワークインターフ
ェース１１８は、ワイヤード通信リンク（図示せず）を介して１つ以上のコンピューティ
ングデバイスと通信するようにも（又は代替的に）構成され得る。いくつかの実施形態に
おいて、ネットワークインターフェース１１８は、１つ以上の他のコンピューティングデ
バイスからオーディオデータを受信して、そのオーディオデータを処理ユニット１２６に
提供し得る。このような実施形態において、処理ユニット１２６は、オーディオデータを
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、音として出力するために少なくとも１つのスピーカ１３２に提供される電気オーディオ
信号に変換させることができる。
【００４０】
　処理ユニット１２６は、メモリ１２４と通信してもよく、入力／出力デバイスインター
フェース１２２を介して任意選択的なディスプレイ１７０に出力情報を提供してもよい。
いくつかの実施形態において、メモリ１２４は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、及び／又は他の持続的
、補助的、又は非一時的なコンピュータ可読媒体を含んでもよい。メモリ１２４は、第１
のオーディオデバイス１０２ａの一般的な管理及び動作において処理ユニット１２６によ
って使用される、コンピュータプログラム命令を提供するオペレーティングシステム１６
４を格納することができる。いくつかの実施形態において、メモリ１２４は、オーディオ
データ１６２すなわち電子オーディオ信号（例えば、オーディオ付きの歌又はビデオのデ
ジタルコピー）のデジタル表現を収容し得る。このような実施形態において、処理ユニッ
ト１２６は、メモリ１２４からオーディオデータ１６２すなわち電子オーディオ信号を取
得し、電子オーディオ信号を少なくとも１つのスピーカ１３２に提供して、音として再生
することができる。
【００４１】
　いくつかの実施形態において、メモリ１２４は、本開示の態様を実装するためのコンピ
ュータプログラム命令及び他の情報を更に含むことができる。例えば、いくつかの実施形
態において、メモリ１２４は、様々な動作を行うために処理ユニット１２６によって実行
され得るスピーカ制御サービス１６６を含むことができる。いくつかの実施形態において
、スピーカ制御サービス１６６は、例えば、少なくとも１つ以上のセンサ１５０から取得
されたセンサ情報を利用して、第１のオーディオデバイス１０２ａ上で集団聴取モードを
有効化するかどうかを決定することによって、本開示の様々な態様を実装することができ
る。いくつかの実施形態において、スピーカ制御サービス１６６は、そのようなセンサ情
報を使用して、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び／又は第２のオーディオデバイス
１０２ｂが使用者の耳に固定されているかどうかを、第２のオーディオデバイス１０２ｂ
及び／又は別のコンピューティングデバイス（例えば、モバイルコンピューティングデバ
イス１０６又はベースデバイス１０３）と個々に、又は集合的に判定することができる。
第１のオーディオデバイス１０２ａ又は第２のオーディオデバイス１０２ｂのうちの少な
くとも１つが使用者の耳に固定されているとの判定に応じて、スピーカ制御サービス１６
６は、使用者が使用者の耳を保護するために、集団聴取モードを有効化することを無効化
又は防止することができる。第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデ
バイス１０２ｂの両方が使用者の耳に固定されていないとの判定に応じて、スピーカ制御
サービス１６６は、集団聴取モードを有効化することができる。スピーカ制御サービス１
６６が集団聴取モードを選択的に有効化するために利用するプロセスは、図９を参照して
更に記載される。
【００４２】
　いくつかの実施形態において、入力／出力インターフェース１２２は、キーボード、マ
ウス、デジタルペン、マイクロホン、タッチスクリーン、ジェスチャ認識システム、音声
認識システム、（眼、手、頭、体追跡データ及び／又は載置をキャプチャできる）撮像デ
バイスを通じた画像認識、ゲームパッド、加速度計、ジャイロスコープ、又は当該技術で
既知の別の入力デバイスのような入力デバイス１７２からの入力を受信してもよい。いく
つかの実施形態において、マイクロホン１５６は、アナログ音源（例えば、図１Ａに記載
されるアナログ音源１０４）からの音を受信するように構成され得る。例えば、マイクロ
ホン１５６は、人間の発言を受信するように構成されてもよい。マイクロホン１５６は、
音を、処理ユニット１２６に直接又は間接的に提供されるオーディオデータ又は電気オー
ディオ信号に変換するように更に構成されてもよい。
【００４３】
　いくつかの実施形態において、１つ以上のセンサ１５０は、限定されないが、１つ以上
の生体センサ、熱センサ、経時／タイミングセンサ、地理位置センサ、ジャイロセンサ、
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加速度計、圧力センサ、力センサ、光センサなどを含み得る。このような実施形態におい
て、１つ以上のセンサ１５０は、第１のオーディオデバイス１０２ａの使用者から、及び
／又は第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者によって利用される環境から、センサ
情報を取得するように構成されてもよい。処理ユニット１２６は、１つ以上のセンサ１５
０からセンサ読み取り値を受信してもよく、これらのセンサ読み取り値に基づいて１つ以
上の出力を発生してもよい。例えば、処理ユニット１２６は、センサ読み取り値に基づい
て、予め設定されたパターンに従ってフラッシュするように、オーディオシステムに含ま
れる発光ダイオード（図示せず）を構成してもよい。
【００４４】
　いくつかの実施形態において、第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１のオーディ
オデバイス１０２ａの鏡像であってもよく、したがって第１のオーディオデバイス１０２
ａと同様に構成されてもよい。したがって、第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１
のオーディオデバイス１０２ａに関して上記の１つ以上の構造的又は機能的コンポーネン
トと同様又は同一のコンポーネントを含むように構成されてもよい。いくつかの追加（又
は代替）の実施形態において、ベースデバイス１０３は、図１Ｂに記載されるように、第
１のオーディオデバイス１０２ａと同一又は同様のコンポーネントを含むように一般に構
成されてもよい。
【００４５】
　図２Ａ～２Ｂは、いくつかの実施形態による、図１Ａに示されたオーディオシステム１
０１の異なる図を示す。図２Ａは、オーディオシステム１０１の背面側の外観である。図
２Ｂは、オーディオシステム１０１の背面側の斜視図である。オーディオシステム１０１
は、（例えば、図１Ａ～１Ｂに記載されたように）第１のオーディオデバイス１０２ａ及
び第２のオーディオデバイス１０２ｂを含むことができる。説明の明瞭化と簡易化のため
に、オーディオシステム１０１、第１のオーディオデバイス１０２ａ、及び第２のオーデ
ィオデバイス１０２ｂの重複する説明は、次の説明では繰り返さない場合がある。
【００４６】
　いつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、限定するものでは
ないが、後方部分２０５ａ及び前方部分２０８ａを含む封止体２０４ａ、内側部分２０６
ａ、任意選択的な中耳部分２１０ａ、第１のスピーカ２１２ａ、任意選択的な第２のスピ
ーカ２１４ａ、１つ以上の結合デバイス２２０ａ～２２０ｃ、（例えば、図１Ｂに記載さ
れた１つ以上のセンサ１５０と同様の）１つ以上のセンサ１５０ａ、及び封止体２０４ａ
によって少なくとも部分的に、形成又は画定されたチャンバ２１６ａを含む複数の構造的
特徴を含むことができる。同様に、第２のオーディオデバイス１０２ｂは、限定するもの
ではないが、後方部分２０５ｂ及び前方部分２０８ｂを含む封止体２０４ｂと、内側部分
２０６ｂと、任意選択的な中耳部分２１０ｂと、第１のスピーカ２１２ｂと、任意選択的
な第２のスピーカ２１４ｂと、（例えば、図１Ｂに記載された１つ以上のセンサ１５０と
同様の）１つ以上のセンサ１５０ｂと、１つ以上の結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆと、
封止体２０４ｂによって少なくとも部分的に形成又は画定されたチャンバ２１６ｂと、を
含む、複数の構造的特徴を含むことができる。オーディオシステム１０１の様々な特徴は
、次のように更に記載される。
【００４７】
　図２Ａ及び図２Ｂに図示された例を参照すると、第１のオーディオデバイス１０２ａの
封止体２０４ａは、封止体２０４ａの中央に実質的に位置決めされる開口を画定するよう
に構成されていてもよい。いくつかの実施形態において、封止体２０４ａは、封止体２０
４ａによって画定される開口が、人間の耳の根元の輪郭に近似する形状を有するように構
成されてもよい。開口の寸法及び形状は、人間の耳の大部分が開口部を通過できるように
することができる。いくつかの実施形態において、チャンバ２１６ａは、開口を通過する
人間の耳の外側部分の大半又は全てを収容又は収納するのに好適な次元を有するように構
成されてもよい。いくつかの実施形態において、使用者の耳がチャンバ２１６ａ内に少な
くとも実質的にカプセル化されている間、封止体２０４ａの背面は、使用者の耳を取り囲
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む使用者の解剖学的構造を押し付け、それにより、使用者の耳の周囲に少なくとも部分的
な音響封止を形成することができる。いくつかの実施形態（図示せず）において、使用者
の耳は、チャンバ２１６ａ内に少なくとも実質的にカプセル化された装着体（例えば、使
用者の耳に吊り下げられた耳掛け）を介して第１のオーディオデバイス１０２ａに固定さ
れ得る。
【００４８】
　いくつかの実施形態において、封止体２０４ａは、少なくとも部分的に粘弾性材料で作
られてもよい。封止体２０４ａを初期構成又は静止構成から変形構成に遷移させるために
、封止体２０４ａに力（例えば、張力）を加えることができる。具体的には、封止体２０
４ａの頂部及び底部に加えられる圧搾力又は延伸力は、耳をより良く収容するように、開
口を拡大させ又は形状を変える可能性がある。封止体２０４ａは、封止体２０４ａに加え
られた力が除去されたときに、静止構成に戻るように更に構成されてもよい。いくつかの
実施形態において、封止体２０４ａ（又はその一部）は、封止体２０４ａに加えられた力
が除去されるときに短時間（例えば、３～５秒）によって、変形された構成から静止構成
に戻るように構成されてもよい。例えば、使用者は、封止体２０４ａに牽引力を加えるこ
とにより、耳（図示せず）をよりよく収容する変形された構成に封止体２０４ａを遷移さ
せることができる。使用者は、封止体２０４ａから牽引力を除去し、封止体２０４ａが静
止構成に徐々に戻るようにすることができる。封止体２０４ａが静止構成に戻る前に、使
用者は、封止体２０４ａの開口を通じて使用者の耳を配置することができ、封止体２０４
ａは、開口を通じた使用者の耳の通過に対応するように細長く、又は別の方法で変形され
てもよい。いったん使用者の耳がチャンバ２１６ａに挿入され、（例えばチャンバ２１６
ａ内の耳掛けを介して）第１のオーディオデバイス１０２ａに固定されると、封止体２０
４ａは、静止構成に遷移し続け、また封止体２０４ａの開口の少なくとも１つの次元が減
少する可能性がある。このように、いったん封印体２０４ａが静止構成に完全に戻ると、
開口の寸法が小さくなっている可能性があり、それにより、第１のオーディオデバイス１
０２ａを使用者に確実に装着することができる。いくつかの実施形態において、封止体２
０４ａは、いったん封止体２０４ａが使用者の耳の周囲の静止構成に戻ると、使用者の耳
の周囲に少なくとも部分的な音響封止を形成することができる。
【００４９】
　付加的に（又は代替的に）、封止体２０４ａは、使用者の耳に対して少なくとも部分的
な音響封止を形成する、圧縮力を使用者の耳に加えるように構成されてもよい。このよう
な実施形態において、使用者の耳の根元は、第１のオーディオデバイス１０２ａが耳に結
合されるときに、封止体２０４ａが静止構成に完全に戻ることを防止することができる。
このように、第１のオーディオデバイス１０２ａが耳に結合されている間、封止体２０４
ａは、使用者の耳の根元に圧縮力を連続的に加えることができる。
【００５０】
　（例えば、図２Ｂに図示されたように）、いくつかの実施形態において、第１のオーデ
ィオデバイス１０２ａは、カバー体２１８ａを含むことができ、カバー体２１８ａは、封
止体２０４ａに結合することができる。カバー体２１８ａは、硬質又は軟質プラスチック
、セラミック、金属、ゴム、又は様々な他の材料又はこれらの組み合わせを含む、１つ以
上の材料から作製されてもよい。カバー２１８ａは、封止体２０４ａの形状又は周囲に実
質的に一致する形状又は周囲（又はその逆）を有するように構成されてもよい。このよう
な実施形態において、カバー体２１８ａは、１つ以上の装着方法を介して封止体２０４と
位置合わせされ、かつ封止体２０４に結合され得る。例えば、カバー体２１８ａは、接着
剤を介して封止体２０４ａの表面に接着されてもよく、又は１つ以上の相互係止部材（図
示せず）若しくは他の締結デバイス又は技術を介して封止体２０４ａに締結されてもよい
。
【００５１】
　実施形態において、任意選択的な中耳部分２１０ａは、封止体２０４ａのチャンバ２１
６ａ内に突出する一部であってもよい。任意選択的な中耳部分２１０ａは、外耳道の外側
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の使用者の耳の内側部分の少なくとも一部のような、使用者の耳の少なくとも一部分に挿
入可能に構成されてもよい。したがって、任意選択的な中耳部分２１０ａは、使用者の耳
が第１のオーディオデバイス１０２ａに固定されているときに、任意選択的な中耳部分２
１０ａが使用者の耳の内側部分と係合することを確実にするために、チャンバ２１６ａの
上又は内に配向され、位置決めされてもよい。いくつかの実施形態において、任意選択的
な中耳部分２１０ａは、耳の耳甲介の形状に相補的な形状を有するように構成されてもよ
く、その結果、任意選択的な中耳部分２１０ａは、耳の耳甲介の中及び／又は周囲に楔止
めされ得る。いったん耳の内側部分の一部分の中及び／又は周囲に挿入されると、任意選
択的な中耳部分２１０ａは、使用者の耳の周囲の第１のオーディオデバイス１０２ａの回
転運動を防止するか、又は別の方法で制限することができる。
【００５２】
　第１のオーディオデバイス１０２ａのいくつかの説明は、前方部分２０８ａ、後方部分
２０５ａ、及び内側部分２０６を含むものとしての封止体２０４ａを指す。これらの説明
は、説明を容易にするためのものに過ぎず、封止体２０４ａの前方部分２０８ａ、後方部
分２０５ａ、又は内側部分２０６が別個のコンポーネントであることを必要とする、又は
暗示するものではない。代わりに、いくつかの実施形態において、封止体２０４ａは、単
一の連続構造体として構成されてもよい。しかしながら、代替的な実施形態において、封
止体２０４ａの前方部分２０８ａ、後方部分２０５ａ及び／又は内側部分２０６は、一緒
に接合されて封止体２０４ａを形成する個々のコンポーネントであってよい。同様に、封
止体２０４ａの内側部分２０６ａ及び任意選択的な中耳部分２１０ａは、単一の連続構造
体の一部分であってもよく、又は代替的な実施形態では、封止体２０４ａの少なくとも一
部を形成するように一緒に接合された別個のコンポーネントであってもよい。
【００５３】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、第１のスピーカ
２１２ａを含むことができる。第１のスピーカ２１２ａは、個人聴取スピーカとして構成
することができる。例えば、第１のスピーカ２１２ａは、第１のオーディオデバイス２０
４ａが使用者の耳に固定されているときに、第１のスピーカ２１２が使用者の外耳道に向
かって配向されるように第１のオーディオデバイス１０２ａ内に位置決めされてもよい。
この例において、第１のスピーカ２１２ａは、使用者が、使用者の聴覚を損なうことなく
オーディオを聴取するのに好適な容積又はエネルギーを有するオーディオを、再生するよ
うに構成することができる。（例えば、図２Ａ及び２Ｂに図示された例において示された
）いくつかの実施形態において、第１のスピーカ２１２ａは、カバー体２１８ａの任意選
択的な中耳部分２１０ａに結合されてもよく（又は埋め込まれてもよい）、これは、第１
のオーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されているとき、第１のスピーカ２１
２ａを使用者の耳の外耳道に近接して位置決めすることができるようにする。しかしなが
ら、第１のスピーカ２１２ａは、任意選択的な中耳部分２１０に結合され、又は含まれる
必要はない。例えば、いくつかの実施形態において（図示せず）、第１のスピーカ２１２
ａは、カバー体２１８ａ又は封止体２０４ａの上又は中の様々な場所の１つに含まれても
よく、及び／又は任意選択的な中耳部分２１０ａは、省略することができ、第１のスピー
カ２１２ａは、封止体２０４ａの内側部分２０６ａに結合されてもよい。
【００５４】
　いくつかの実施形態において、第１の２１２ａのスピーカは、個人聴取スピーカ又は集
団聴取スピーカのいずれかとして機能するように、選択的に構成することが可能である。
具体的には、第１のスピーカ２１２ａは、個人聴取モードから集団聴取モードに、又はそ
の逆に切り替えるように構成することができる。このような実施形態において、個人聴取
スピーカとして構成されている間、第１のスピーカ２１２ａは、使用者の耳に近接して再
生するのに適切又は好適なレベルでオーディオを出力することができる。例えば、第１の
オーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されている間、第１のスピーカ２１２ａ
は個人聴取スピーカとして動作するように構成してもよく、これは、第１のスピーカ２１
２ａに、閾値の音量又はエネルギー未満の（又はそれに等しい）オーディオを再生させる
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可能性がある。いくつかの実施形態において、第１のスピーカ２１２ａは、集団聴取モー
ドで動作するように構成することもできる。このような態様において、第１のスピーカ２
１２ａは、第１のスピーカ２１２ａが個人聴取スピーカとして構成されている間に許容さ
れる音量又はエネルギーよりも大きい音量又はエネルギーで、オーディオを再生すること
ができる。例えば、集団聴取スピーカとして構成されている間、第１のスピーカ２１２ａ
は、近接の集団の人々がオーディオを聴取できるように、閾値の音量よりも高いオーディ
オを出力するように構成されていてもよい。
【００５５】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、いつ第１のオー
ディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されているかを検出することができる、１つ
以上のセンサ１５０ａ（例えば、図１Ｂに記載されたようなセンサ１５０）を含み得る。
例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａに含まれる１つ以上の圧力、生体、光検出、
又は静電容量センサ（又はこのようなセンサの組み合わせ）は、第１のオーディオデバイ
ス１０２ａが使用者の耳に固定されている（又は固定されていない）ことを検出するよう
に構成され得る。第１のオーディオデバイス１０２が使用者の耳に固定されていると判定
することに応じて、第１のオーディオデバイス１０２ａは、（又は、例えば、第１オーデ
ィオデバイス１０２ａに含まれる処理デバイス）は、使用者の聴覚を潜在的に損なうこと
を回避するために、第１のスピーカ２１２ａが集団聴取スピーカとして動作することを防
止することができる。しかしながら、このような状況下で、第１のオーディオデバイス１
０２ａ（又は、その上の処理デバイス）は、第１のスピーカ２１２ａを個人聴取スピーカ
として動作するように構成することができる。第１のオーディオデバイス１０２ａが使用
者の耳に固定されていないと判定することに応じて、第１のオーディオデバイス１０２ａ
（又はその上の処理デバイス）は、第１のスピーカ２１２ａを集団聴取モードで動作する
ように有効化し、又は動作させることができる。
【００５６】
　いくつかの追加（又は代替）の実施形態において、１つ以上のセンサ１５０ａは、いつ
第１のオーディオデバイス１０２ａが、第２のオーディオデバイス１０２ｂ又は別のデバ
イス（例えば、図１Ａに記載したようなベースデバイス１０３）に結合されるかを検出す
るように構成されてもよい。例として、１つ以上の（ホール効果センサを含んでもよい）
センサ１５０ａは、第２のオーディオデバイス１０２ｂに含まれる磁気要素の存在を検出
することによって、第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０
２ｂに結合されていることを検出してもよい。いくつかの実施形態において、１つ以上の
センサ１５０ａは、第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者の体（例えば、使用者の
耳）に固定されているかどうか、第１のオーディオデバイス１０２ａが別のデバイス（例
えば、第２のオーディオデバイス１０２ｂ又はベースデバイス１０３）に固定されている
かどうか、又は第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者のデバイス若しくは別のデバ
イスに固定されていないかどうか、を判定するように構成されてもよい。第１のオーディ
オデバイス１０２ａが使用者の体、第２のオーディオデバイス１０２ｂ、又はベースデバ
イス１０３に結合されているかどうかに基づいて、第１のオーディオデバイス１０２ａを
個人聴取スピーカ又は集団聴取スピーカとして構成することについては、（図９を参照し
て）本明細書で更に記載される。
【００５７】
　いくつかの代替（又は追加）の実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａ
は、個人聴取スピーカとして構成されている少なくとも１つのスピーカ、及び集団を聴取
スピーカとして構成されている少なくとも１つの他のスピーカを含むように構成されても
よい。図２Ａ及び２Ｂに図示された例において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、
個人聴取スピーカとして構成されてもよい、第１のスピーカ２１２ａを含み得る。付加的
に、第１のオーディオデバイス１０２ａは、集団聴取スピーカとして構成されてもよく、
第２のスピーカ２１４ａを含み得る。例えば、第２のスピーカ２１４ａは、第１のスピー
カ２１２ａによって出力される、オーディオより大きい、又はオーディオを超えるエネル
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ギーを有するオーディオを出力するように構成され得る。いくつかの実施形態において、
第１のスピーカ２１２ａ及び／又は第２のスピーカ２１４ａの動作及び／又は構成は、（
上記のように）第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されているかどう
か、及び／又は第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂ
又はベースデバイス１０３に結合されているかどうかに依存し得る。第１のオーディオデ
バイス１０２ａが使用者の耳に固定されているとの検出に応じて、第１のオーディオデバ
イス１０２ａ（又はそれに含まれる処理デバイス）は、第１のオーディオデバイス１０２
ａが使用者の耳に固定されている間、第２のスピーカ２１４ａがオーディオを出力できな
いようにすることができる。一方、第１のオーディオデバイス１０２ａは、第１のオーデ
ィオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されている間、第１のスピーカ２１２ａにオー
ディオを出力させ、又は別の方法で出力できるようにしてもよい。更に、第１のオーディ
オデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されていないとの判定に応じて、第１のオーディ
オデバイス１０２ａ（又はそれに含まれる処理デバイス）は、第２のスピーカ２１４がオ
ーディオを出力できるようにし得る。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデ
バイス１０２ａは、第１のスピーカ２１２ａと第２のスピーカ２１４ａのうちの一方のみ
を同時にアクティブになるように、有効化し又はさせることができる。例えば、第１のオ
ーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されていない間、第１のオーディオデバイ
ス１０２ａは、第１のスピーカ２１２ａを無効化し、第２のスピーカ２１４ａのみを有効
化させることができる。
【００５８】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａ（又はそこに含まれ
る処理デバイス）は、第１の１０２ａオーディオデバイスが使用者の耳から取り外された
と判定されてから閾値時間が経過した後に、第２のスピーカ２１４ａを起動することがで
きる。例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａに含まれる処理ユニット（例えば、処
理ユニット１２６）は、第１のオーディオデバイス１０２ａの中又は上に含まれる、セン
サ１５０ａのうちの１つ以上からデータを連続的に又は定期的に受信し得、処理ユニット
は、第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されているかどうかを定期的
に判定し得る。第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されているが、閾
値期間の時間、使用者の耳に確保されていないと判定されたことに応じて、処理ユニット
は、選択的に、第２のスピーカ２１４ａを有効化し、及び／又は第１のスピーカ２１２ａ
を集団聴取モードで動作するように有効化することができる。
【００５９】
　図２Ａ及び２Ｂに図示された例において、第１のスピーカ２１２ａ及び／又は第２のス
ピーカ２１４ａは、使用者の耳に近接してチャンバ２１６ａの一部内に位置決めされても
よい。例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者の耳に固定されているとき、
第１のスピーカ２１２ａは、第１のスピーカ２１２ａを介して再生される音声が耳道に向
かって方向付けられるように、（例えば、使用者の耳道に近い）耳の内側部分に近接して
位置決めされてもよい。このような実施形態では、第１のスピーカ２１２ａは、第１のス
ピーカ２１２ａから出力された音が、第１のオーディオデバイス１０２ａが耳に固定され
ているときに、使用者の外耳道の耳道に向かって方向付けられるように、所定の角度で位
置決めされてもよい。
【００６０】
　いくつかの実施形態において、第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１のオーディ
オデバイス１０２ａの鏡像であってもよく、したがって（例えば、上記のように）第１の
オーディオデバイス１０２ａと同様に、又は実質的に同様に構成され得る。具体的には、
第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１のオーディオデバイス１０２ａに含まれる構
造的及び／又は機能的コンポーネントのうちの１つ以上のミラーリングされたバージョン
を含み、したがって、第１のオーディオデバイス１０２ａと同じ又は同様に機能し、及び
／又は動作するように構成されてもよい。説明を容易にするために、第１のオーディオデ
バイス１０２ａ、又は第１のオーディオデバイス１０２ａの構造的及び／若しくは機能的
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コンポーネントの説明と同様である、第２のオーディオデバイス１０２ｂ、又は第２のオ
ーディオデバイス１０２ｂの構造的及び／若しくは機能的コンポーネントの説明は省略さ
れる。
【００６１】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、第２のオーディ
オデバイス１０２ｂ上に又はその中に含まれる、１つ以上の結合デバイス（例えば、図２
Ａの結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆ）と係合するように構成され得る、１つ以上の結合
デバイス（例えば、図２Ａの結合デバイス２２０ａ～２２０ｃ）を含むことができる。例
えば、第１のオーディオデバイス１０２ａを第２のオーディオデバイス１０２ｂに近接し
て又は物理的に接触して位置決めすることに応じて、結合デバイス２２０ａ～２２０ｃは
結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆと係合し得る。いったん係合すると、結合デバイス２２
０ａ～２２０ｆは、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２オーディオデバイス１０２
ｂを互いに離れさせる力に抗するように構成され得る。いくつかの実施形態において、結
合デバイス２２０ａ～２２０ｃ及び結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆは、相補的な締結具
であってもよい。例えば、結合デバイス２２０ａ～２２０ｃは、雄／雌相互係止コンポー
ネント、フック及びループ締結具、非永久又は再使用可能な接着剤、クリップ、ピン、ラ
ッチ、などのような１つ以上の装着システムを介して、結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆ
に物理的と交配するように構成してもよい。このような実施形態において、結合デバイス
２２０ａ～２２０ｆは、いったん結合デバイス２２０ａ～２２０ｆが一緒に締結されると
、結合デバイス２２０ａ～２２０ｆを緩めることができる、スイッチ、レバーなどのよう
な解除機構を含むことができる。代替的に（又は付加的に）、いったん一緒に結合される
と、結合デバイス２２０ａ～２２０ｆは、結合デバイス２２０ａ～２２０ｆを一緒に保持
する力よりも大きな力で、第１のオーディオデバイス１０２ａを第２のオーディオデバイ
ス１０２ｂから離すことによって結合解除することができる。いくつかの実施形態におい
て、結合デバイス２２０ａ～２２０ｆは、磁性要素を含んでもよく、又は磁気特性を有し
てもよい。結合デバイス２２０ａ～２２０ｃは、結合デバイスデバイス２２０ｄ～２２０
ｆの磁気極性と反対の磁気極性を有するように構成することができる。したがって、第１
のオーディオデバイス２０４ａと第２のオーディオデバイス２０４ｂが互いに接近すると
、結合デバイス２２０ａ～２２０ｃと結合デバイスデバイス２２０ｄ～２２０ｆが互いに
向かって引き寄せられ得、それにより、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオー
ディオデバイス１０２ｂが一緒に付勢される。
【００６２】
　図３は、いくつかの実施形態による、オーディオシステム１０１の半透明の断面図であ
る。具体的には、図３は、図２Ａに示された基準線Ａに沿って取られた第１のオーディオ
システム１０２ａの断面図と、図２Ａに示された基準線Ｂに沿って取られた第２のオーデ
ィオシステム１０２ｂの断面図である。いくつかの実施形態において、カバー体２１８ａ
は、（例えば、図１Ｂに記載された電源１２８と同様の）少なくとも１つの電源１２８ａ
と、１つ以上の処理コンポーネント３０４ａを組み込むか、又は別の方法で含んでもよい
。いくつかの例において、電源３０２ａは、リチウムイオンバッテリのようなバッテリで
あってもよく、処理コンポーネント３０４ａは、フレキシブル回路若しくはプリント回路
基板、処理ユニット（例えば、中央処理ユニット及び／又はデジタル信号処理ユニット）
、センサ、処理ユニットによって実行されるコンピュータ可読命令を格納するメモリ、外
部コンピューティングデバイスからのオーディオ信号を受信するトランシーバ（例えば、
Ｗｉ－Ｆｉ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、及び／又は他のトランシーバ）、増幅器などのうちの
１つ以上を含むことができる。
【００６３】
　（例えば、図４Ｂを参照して更に記載されるような）いくつかの実施形態において、カ
バー体２１８ａは、入力デバイス（例えば、図１Ｂに関して記載された入力デバイス１７
２）を含むことができる。例えば、カバー体２１８ａは、使用者からのタッチ入力を受信
するように構成されてもよく、タッチ入力は、カバー体２１８ａに含まれる処理コンポー
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ネント３０４ａ（例えば、処理ユニットなど）に提供されてもよい。別の例において、カ
バー体２１８ａは、第１のスピーカ２１２ａ及び第２のスピーカ２１４ａのうちのいずれ
か一方又は両方を介して再生されるオーディオの停止、開始、又は変更を処理ユニットに
させるタッチ入力を受信することができる。
【００６４】
　いくつかの実施形態において、第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１のオーディ
オデバイス１０２ａのミラーリングされたバージョンであってもよく、したがって、第１
のオーディオデバイス１０２ａと同様に、又は実質的に同様に構成され得る。例えば、第
２のオーディオデバイス１０２ｂのカバー体２１８ｂは、限定するものではないが、少な
くとも１つの電源１２８ｂと、１つ以上の処理コンポーネント３０４ｂとを含むことがで
きる。説明を容易にするために、第１のオーディオデバイス１０２ａ、又は第１のオーデ
ィオデバイス１０２ａの構造的及び／若しくは機能的コンポーネントの説明と同様である
、第２のオーディオデバイス１０２ｂ、又は第２のオーディオデバイス１０２ｂの構造的
及び／若しくは機能的コンポーネントの説明は省略される。
【００６５】
　図４Ａ～４Ｃは、いくつかの実施形態による、第１のオーディオデバイス１０２ａが第
２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されている間のオーディオシステム１０１の異な
る外観図を示す。図４Ａはオーディオシステム１０１の後面側の外観図であり、図４Ｂは
オーディオシステム１０１の前面側の外観図であり、図４Ｃはオーディオシステム１０１
の後面側の断面図である。図４Ａ～４Ｃに図示された例において、第１のオーディオデバ
イス１０２ａは、第１のオーディオデバイス１０２ａの封止体２０４ａが、第２のオーデ
ィオデバイス１０２ｂの封止体２０４ｂに対して位置合わせされ、封止体２０４ｂに結合
されるように、第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合することができる（及びこの逆
に結合することができる）。例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａの封止体２０４
ａは、（基準線４０２によって図示される）垂直軸に沿って第２のオーディオデバイス１
０２ｂの封止体２０４ｂに結合されてもよい。
【００６６】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、結合デバイス２
２０ａ、２２０ｂ、２２０ｃを、第２のオーディオデバイス１０２ｂの結合デバイス２２
０ｄ、２２０ｅ、２２０ｆに係合させることによって、第１のオーディオデバイス１０２
ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合され得る。結合デバイス２２０ａ～２２０
ｆが磁気要素であるか磁気要素を含むいくつかの実施形態において、結合デバイス２２０
ａ～２２０ｆが磁気的に係合するまで、結合デバイス２２０ａ、２２０ｂ、２２０ｃを、
結合デバイス２２０ｄ、２２０ｅ、２２０ｆの近くに移動させることによって、第１のオ
ーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されてもよい。い
くつかの代わり（又は追加）の実施形態において、結合デバイス２２０ａ～２２０ｆは、
結合デバイス２２０ａ～２２０ｆが、相互係止部品、接着剤などのうちの１つ以上を介し
て締結されるまで、一緒に付勢されてもよい。
【００６７】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、封止体２０４ａ
とカバー体２１８ａとの間に溝部４２０ａを含むことができる。溝部４２０ａは、いくつ
かの実施形態によれば、第１のオーディオデバイス１０２ａの少なくとも１つの処理コン
ポーネント（例えば、図３に記載された処理コンポーネント３０４ａ）と通信している、
発光ダイオード（ＬＥＤ）のような照明要素４２２ａを含むことができる。照明要素４２
２ａは、溝部４２０ａの少なくとも一部及び第１のオーディオデバイス１０２ａの外部の
少なくとも一部を照明するように構成してもよい。第２のオーディオデバイス２０４ｂは
、同様に、封止体２０４ｂとカバー体２１８ｂとの間に溝部４２０ｂを含み、溝部４２０
ｂは、溝部４２０ｂの少なくとも一部及び第２のオーディオデバイス１０２ｂの少なくと
も一部を照明する１つ以上の照明要素４２２ｂを含むことができる。
【００６８】
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　いくつかの実施形態において、溝部４２０ａ内の照明要素４２２ａは、第１のスピーカ
２１２ａ及び／又は第２のスピーカ２１４ａ（図示せず）から出力されるオーディオに少
なくとも部分的に基づいて選択的に起動及び停止するように構成することができる。非限
定的な例として、第１のオーディオデバイス１０２ａの処理コンポーネント３０４ａは、
スピーカ２１２ａ，２１４ａのうちの一方又は両方から再生されるオーディオの特性を判
定し、これらの特性に基づいて照明要素４２２ａの少なくともいくつかにパルスをオン及
びオフさせることができる。例えば、この特性は、編曲の拍子の周波数、オーディオの音
量（例えば、より大きな音に対しては、より明るい照明）などを含むことができる。第２
のオーディオデバイス２０４ｂの溝部４２０ｂの照明要素４２２ｂは、第２のオーディオ
デバイス１０２ｂの処理コンポーネント３０４ｂによって同様に構成されてもよい。
【００６９】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディ
オデバイス１０２ｂは、照明要素４２２ａ、４２２ｂの起動及び停止を調整するように集
合的に構成され得る。例として、第１のオーディオデバイス１０２ａの処理コンポーネン
ト３０４ａは、（例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイ
ス１０２ｂに含まれる１つ以上のトランシーバを介して）、第２のオーディオデバイス１
０２ｂの処理コンポーネント３０４ｂと通信することができる。処理コンポーネント３０
４ａ、３０４ｂは、照明要素４２２ａ、４２２ｂの起動及び／又は停止を調整するために
互いに通信することができる。いくつかの実施形態において、この調整は、第１のスピー
カ２１２ａ、２１２ｂ及び／又は第２のスピーカ２１４ａ、２１４ｂのうちの１つ以上の
組み合わせで同時（又はほぼ同時）に再生されているオーディオの特性に基づくことがで
きる。例えば、照明要素４２２ａ、４２２ｂは、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び
第２のオーディオデバイス１０２ｂによって再生されている音楽の判定されたテンポに基
づいて、起動／停止されてもよい。
【００７０】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、１つ以上の使用
者入力デバイス４０４ａ（例えば、図１Ｂに記載された入力デバイス１７２など）を含ん
でもよい。図４Ｂに図示された例において、入力デバイス４０４ａは、使用者からのタッ
チ入力を受信するのに好適な静電容量式タッチ入力領域であってもよい。これらのタッチ
入力は、入力デバイス４０４ａから第１のオーディオデバイス１０２ａの１つ以上の処理
コンポーネント３０４ａに送信され、処理コンポーネントは、タッチ入力を、第１のオー
ディオデバイス１０２ａ、場合によっては第２のオーディオデバイス１０２ｂに実装され
るコマンドに変換することができる。例えば、入力デバイス４０４ａは、使用者（例えば
、静電容量タッチ入力領域をスワイプ又はスライドする指）からのタッチジェスチャーで
あって、第１のスピーカ２１２ａ又は第２のスピーカ２１４ａのうちの１つ以上を介して
再生されているオーディオの音量を増加させるコマンドに変換され得る、タッチジェスチ
ャーを受信することができる。いくつかの実施形態において、コマンドは、第１のオーデ
ィオデバイス１０２ａから第２のオーディオデバイス１０２ｂに送信されてもよく、第２
のオーディオデバイス１０２ｂ上に少なくとも部分的に実装されてもよい。上記の例にお
いて、オーディオの音量を増加させるコマンドは、第１のオーディオデバイス１０２ａと
第２のオーディオデバイス１０２ｂが、同じオーディオの同じ部分又は異なる一部（例え
ば、同じオーディオの異なる周波数）を同時に又はほぼ同時に再生しているときなどに、
第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂの両方で実装さ
れてもよい。第２のオーディオデバイス１０２ｂの使用者入力デバイス４０４ｂは、第１
のオーディオデバイス１０２ａの使用者入力デバイス４０４ａと同様に構成することがで
きる。
【００７１】
　図４Ｃは、いくつかの実施形態による、図４Ａに示された基準線Ｃに沿って取られた、
オーディオシステム１０１の断面図を示す。図４Ｃに図示された例において、第１のオー
ディオデバイス１０２ａは、（例えば、図４Ａ及び図４Ｂに記載されたように）結合デバ
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イス２２０ａ～２２０ｆを介してなど、基準線４０２に沿って第２のオーディオデバイス
１０２ｂに結合することができる。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバ
イス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されている間、（例えば、図２
Ａ及び２Ｂに記載されたように）、第１のオーディオデバイス１０２ａ内に形成されたチ
ャンバ２１６ａ、及び第２のオーディオデバイス１０２ｂ内に形成されたチャンバ２１６
ｂは、第１のオーディオデバイス１０２ａの封止体２０４ａ、及び第２のオーディオデバ
イス１０２ｂの封止体２０４ｂによって少なくとも部分的に画定され得る音響チャンバ４
５２を集合的に形成することができる。
【００７２】
　いくつかの実施形態において、封止体２０４ａ及び封止体２０４ｂよって形成された音
響チャンバ４５２は、スピーカ２１２ａ、２１２ｂ、２１４ａ、２１４ｂのうちの１つ以
上によって利用される前方体積として機能するように構成されてもよい。非限定的な例と
して、第１のスピーカ２１２ａ及び／又は第１のスピーカ２１２ｂは、第１のスピーカ２
１２ａ、２１２ｂのうちの一方又は両方から再生されるオーディオが音響チャンバ４５２
に方向付けられるように配向され得る。このような実施形態において、音響チャンバ４５
２は、第１のスピーカ２１２ａ及び第１のスピーカ２１２ｂから出力される音声を、音響
チャンバ４５２において混合及び／又は組み合わせることができるように構成されてもよ
い。非限定的な例として、オーディオは、第１のスピーカ２１２ａ及び第１のスピーカ２
１２ｂの各々から同時に（又はほぼ同時に）再生され得る。第１のスピーカ２１２ａ及び
第１のスピーカ２１２ｂから再生されるオーディオは、第１の値を有するパワー、音量、
又は利得を有するように構成されてもよい。この例において、第１のスピーカ２１２ａ、
２１２ｂの各々からのオーディオは、音響チャンバ４５２内で混合されてもよく、その結
果、例えばオーディオ信号の追加を通じて受動的に増幅することができる。結果として得
られるオーディオは、第１の値より大きい第２の値を有する、パワー、音量、又は利得を
有することができる。いくつかの実施形態において、第１のスピーカ２１２ａ及び第２の
スピーカ２１２ｂは、第１のスピーカ２１２ａから再生される第１のオーディオが、第１
のスピーカ２１２ｂから再生される第２のオーディオと同相であるように構成されてもよ
い。その結果、第１のオーディオは、建設的な干渉を介して第２のオーディオと組み合わ
さって、第１のオーディオ又は第２のオーディオが個々に有するよりも大きい振幅／音量
を有する、結果として生じるオーディオを生成することができる。いくつかの実施形態に
おいて、第２のスピーカ２１４ａ及び／又は２１４ｂからのオーディオは、そのようなオ
ーディオを増幅又は混合するために、音響チャンバ４５２内でオーディオを再生するよう
に同様に構成されてもよい。
【００７３】
　いくつかの実施形態において、封止体２０４ａ及び／又は２０４ｂは、音響チャンバ４
５２が、音が１つ以上の開口を介して、外部環境に音響チャンバ４５２を出ることができ
るのに好適な１つ以上のそのような開口を含むように構成することができる。このような
実施形態において（例えば、図５を参照して更に記載されるように）、スピーカ２１２ａ
、２１２ｂ、２１４ａ、２１４ｂのうちの１つ以上から音響チャンバ４５２に方向付けら
れた音は、音響チャンバ４５２内で混合して、これらの開口のうちの１つ以上を通じて出
てもよい。開口は、１つ以上の開口を介して音響チャンバ４５２を出る音が一貫した所望
の音のプロファイルを有するように構成又は「調和」することができる。いくつかの代替
的な実施形態において、第１のスピーカ１０２ａと第２のスピーか１０２ｂは、音響チャ
ンバ４５２が少なくとも実質的に気密になるように一緒に結合されてもよい。
【００７４】
　いくつかの実施形態において、封止体２０４ａ及び／又は封止体２０４ｂは、第１のオ
ーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されている間であ
って、オーディオデバイス１０２ａ、１０２ｂのうちの少なくとも１つがオーディオを再
生している間、振動又はガタツキに耐えることができる軟質又は可撓性材料（又はそのよ
うな材料の組み合わせ）から作製されてもよい。例えば、封止体２０４ａと封止体２０４
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ｂは、音波が、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び／又は第２のオーディオデバイス
１０２ｂを通じてスピーカ２１２ａ、２１２ｂ、２１４ａ、２１４ｂ及び／又は音響チャ
ンバ４５２から伝達されるのを抑制するように構成され得る軟質シリコーン材料から作製
され得る。
【００７５】
　図４Ｄは、いくつかの実施形態による、代わりのオーディオシステ４７５の断面図であ
る。オーディオシステム４７５は、（例えば、図１Ａ～４Ｃに記載されたオーディオシス
テム１０１を参照して）上に記載されたものと同様の１つ以上のコンポーネント及び／又
は構造的特徴を含むことができる。具体的には、いくつかの実施形態において、オーディ
オシステム４７５は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス
１０２ｂを含むが、これに限定されるものではない。第１のオーディオデバイス１０２ａ
は、内側部分２０６ａを有し、チャンバ２１６ａの少なくとも一部分を形成するように構
成されている封止体２０４ａと、電源３０２ａ及び処理コンポーネント３０４ａを収納す
るカバー体２１８ａと、結合デバイス２２０ａ～２２０ｃと、（任意選択的な中耳部分２
１０ａ内に任意選択的に収容される）第１のスピーカ２１２ａと、第２のスピーカ２１４
ａと、を含む。第２のオーディオデバイス１０２ｂは、内側部分２０６ｂを有し、チャン
バ２１６ｂの少なくとも一部分を形成するように構成されている封止体２０４ｂと、電源
３０２ｂ及び処理コンポーネント３０４ｂを収納するカバー体２１８ｂと、結合デバイス
２２０ｄ～２２０ｆと、（任意選択的な中耳部分２１０ｂ内に任意選択的に収容される）
第１のスピーカ２１２ｂと、第２のスピーカ２１４ｂと、を含む。説明の透明性と簡易性
のために、オーディオシステム４７５の構造的特徴の重複した説明は、次の説明では繰り
返さない場合がある。
【００７６】
　図４Ｄに図示された例において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、（例えば、図
４Ａ及び図４Ｂを参照して説明したように）結合デバイス２２０ａ～２２０ｆを介しての
ように、基準線４０２に沿って第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合することができ
る。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディ
オデバイス１０２ｂに結合されている間、第１のオーディオデバイス１０２ａ内に形成さ
れたチャンバ２１６ａ、及び第２のオーディオデバイス１０２ｂ内に形成されたチャンバ
２１６ｂは、（例えば図４Ｃに記載されたように）音響チャンバ４５２を集合的に形成す
ることができる。いくつかの実施形態において、第１のスピーカ２１２ａ及び／又は第１
のスピーカ２１２ｂは、（例えば、図４Ｃに概して記載されたように）、これらのスピー
カのうちの一方又は両方から再生されるオーディオが音響チャンバ４５２に方向付けられ
、かつ組み合わされ得るように、配向され得る。
【００７７】
　いくつかの実施形態において、第２のスピーカ２１４ａ及び／又は２１４ｂは、チャン
バ４５２を後方容積として利用するように構成されてもよい。具体的には、第２のスピー
カ２１４ａ及び／又は２１４ｂは、それらのドライバの後方側が音響チャンバ４５２に音
響的に結合されるように構成されてもよい。このような実施形態において、第２のスピー
カ２１４ａ及び／又は２１４ｂの後方側は、音響チャンバ４５２内の空気が第２のスピー
カ２１４ａ及び／又は２１４ｂの後方側に到達することができるように、１つ以上の音響
ポートに結合され、又は別の方法で近接してもよい。例えば、図４Ｄに図示されるように
、第２のスピーカ２１４ａは、音響ポート４８０ａに結合されていてもよく、又は近接し
ていてもよく、第２のスピーカ２１４ｂは、音響ポート４８０ｂに結合されていてもよく
、又は近接していてもよい。本明細書に一般に記載されるように、音響チャンバ４５２は
比較的大量の空気を形成することができ、第２のスピーカ２１４ａ、２１４ｂは、音響チ
ャンバ４５２よって提供される比較的大きな後方容積を活用して、（図４Ｄに図示される
ように）音響チャンバ４５２から離れて方向付けられた、より低い周波数の音を発生する
ことができる。付加的に（又は代替的に）、第２のスピーカ２１４ａ，２１４ｂは、音響
チャンバ４５２を後方容積として利用することができるので、第１及び第２のオーディオ
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デバイス１０２ａ、１０２ｂは、それらそれぞれのカバー体２１８ａ、２１８ｂ内の空間
（又は多くの空間）を後方容積として使用するために必要としなくてもよい。その結果、
第１及び第２のオーディオデバイス１０２ａ、１０２ｂの全体的な寸法は、カバー体２１
８ａ、２１８ｂ内の空間を後方容積として利用する、代替的な設計よりも小さくてもよい
。
【００７８】
　いくつかの実施形態において、音響チャンバ４５２が少なくとも実質的に気密になるよ
うに、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂとが一緒
に結合されてもよい。このような実施形態において、音響チャンバ４５２が少なくとも実
質的に気密になることを確実にすることによって、音響チャンバ４５２に面している第２
のスピーカ２１４ａ、２１４ｂの後方両側から音響チャンバ４５２に進入する音を、第２
のスピーカ２１４ａ、２１４ｂの前方側から出力される音と分離することができ、音響チ
ャンバ４５２から離れて方向付けられ得る。いくつかの代替的な実施形態において、封止
体２０４ａ及び／又は封止体２０４ｂは、音が、１つ以上の開口を介して、外部環境に音
響チャンバ４５２を出ることができるのに好適な、そのような１つ以上の開口を音響チャ
ンバ４５２が含むように構成することができる。このような実施形態において（例えば、
図５を参照して更に記載するように）、スピーカ２１４ａ、２１４ｂから音響チャンバ４
５２に方向付けられた音は、これらの開口のうちの１つ以上を通じて出てもよい。開口は
、１つ以上の開口を介して音響チャンバ４５２を出る音が、一貫した所望の音のプロファ
イルを有するように、又は音響チャンバ４５２を出る音が、第２のスピーカ２１４ａ、２
１４ｂの前方に面する側から出力される音と実質的に干渉しないように、構成又は「調和
」されてもよい。
【００７９】
　図５は、いくつかの実施形態による、オーディオシステム５００を図示する。オーディ
オシステム５００は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス
１０２ｂを含み得るが、これに限定されるものではない。第１のオーディオデバイス１０
２ａは、封止体２０４ａ及びカバー体２１８ａを含むことができる。第２のオーディオデ
バイス１０２ｂは、封止体２０４ｂとカバー体２１８ｂを含むことができる。オーディオ
システム５００のいくつかの構造的特徴は、（例えば、図１Ａ～４Ｄに記載されたオーデ
ィオシステム１０１、４７５を参照して）上に記載される構造的特徴に類似していてもよ
い。説明の透明性と簡易性のために、オーディオシステム５００のそのような構造的特徴
の重複した説明は、次の説明では繰り返さない場合がある。
【００８０】
　図５に図示される例において、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオ
デバイス１０２ｂは、（例えば、図４Ａ～４Ｄに記載されるように）、一緒に結合されて
、封止体２０４ａ、２０４ｂ内に音響チャンバ４５２を形成し得る。いつかの実施形態に
おいて、封止体２０４ａ及び封止体２０４ｂは、（例えば、スピーカ２１２ａ、２１２ｂ
、２１４ａ、２１４ｂのうちの１つ以上によって）音響チャンバ４５２内から発せられる
オーディオが、１つ以上の空隙５０６を通じて投射されるように、第１のオーディオデバ
イス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂとの間に（例えば、基準線４０２によ
って表される垂直軸に沿って）１つ以上の空隙５０６を含むように構成されてもよい。い
くつかの実施形態において、封止体２０４ａ及び／又は封止体２０４ｂは、第１の音響デ
バイス１０２ａが第２の音響デバイス１０２ｂに結合されている間に、封止体２０４ａ及
び封止体２０４ｂのうちの少なくとも１つ以上の一部が物理的に係合しないように構成さ
れてもよく、これにより、１つ以上の空隙５０６が形成される。非限定的な例として、封
止体２０４ａの一部は、凸部が封止体２０４ｂと物理的に係合する一方、凹部が封止体２
０４ｂと物理的に係合しないように、交互に、凸部と凹部（例えば、歯及び間隙又はジッ
パー状構成）を有するように構成されていてもよい。付加的に（又は代替的に）、封止体
２０４ｂは、第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに
結合されている間に、封止体２０４ｂの少なくとも１つの凸部が封止体２０４ａと物理的
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に係合し、一方、封止体２０４ｂの少なくとも一部は封止体に物理的に係合しないように
同様に構成されてもよい。更に別の実施形態において、第１のオーディオ１０２ａ及び／
又は第２のオーディオデバイス１０２ｂは、音響チャンバ４５２からの音をオーディオシ
ステム５００から投射させることを可能にするために、第１のオーディオデバイス１０２
ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂを、例えば基準線４０２によって表される垂直軸
に沿って、少なくともわずかに離れさせるように構成され得る１つ以上のアクチュエータ
（例えば、圧電アクチュエータ、図示せず）を含んでもよい。
【００８１】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディ
オデバイス１０２ｂは、音響チャンバ４５２から発せられるオーディオを、オーディオシ
ステム５００から離れた音響チャンバ４５２から投射及び／又は方向付けられるように構
成することができる、それぞれ１つ以上の音響ポート５０４ａ、５０４ｂを含むように構
成されてもよい。例として、第１の装着デバイス１０２ａの溝部４２０ａは、音響チャン
バ４５２に気密的に及び／又は音響的に接続される溝部４２０ａのミシン目であり得る、
音響ポート５０４ａを含むように構成され得る。溝部４２０ｂは同様に構成されてもよく
、したがって、音響ポート５０４ｂを含むことができる。
【００８２】
　いくつかの実施形態において、カバー体２１８ａは、（例えば、第２のスピーカ２１４
ａからの）音が第１のオーディオデバイス１０２ａから離れることができるように構成さ
れ得る音響ポート５０２ａを含むことができる。第２のオーディオデバイス１０２ｂは、
また（若しくは代替的に）、音響ポート５０２ａ、５０２ｂと同様に機能するように構成
することができる、音響ポート５０２ｂをカバー体２１８ｂ内に含むことができる。いく
つかの実施形態において、音響ポート５０２ａ、５０２ｂは、音響ポート５０４ａ、５０
４ｂの次元よりも大きい少なくとも１つの次元を有してもよい。
【００８３】
　図６は、いくつかの実施形態による、オーディオシステム６００を図示する。オーディ
オシステム６００は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス
１０２ｂを含み得るが、これに限定されるものではない。第１のオーディオデバイス１０
２ａは、封止体２０４ａ、カバー体２１８ａ、第１のスピーカ２１２ａ、任意選択的な中
耳部分２１０ａ、封止体２０４ａの前方部分２０８ａ、封止体２０４ａの後方部分２０５
ａ、及び結合デバイス２２０ａ～２２０ｃを含み得る。第１のオーディオデバイス１０２
ａは、第２のスピーカ２１４ａ及び溝部４２０ａを任意選択的に含み得る。第２のオーデ
ィオデバイス１０２ｂは、封止体２０４ｂ、カバー体２１８ｂ、第１のスピーカ２１２ｂ
、任意選択的な中耳部２１０ｂ、封止体２０４ｂの前方部分２０８ｂ、封止体２０４ｂの
後方部分２０５ｂ、及び結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆを含み得る。第２のオーディオ
デバイス１０２ｂは、第２のスピーカ２１４ｂ及び溝部４２０ｂを任意選択的に含み得る
。オーディオシステム６００のいくつかの構造的特徴は、（例えば、図１Ａ～５に記載さ
れたオーディオシステム１０１、４７５、５００を参照して）上に記載される構造的特徴
に類似していてもよい。説明の透明性及び簡易性のために、オーディオシステム６００の
そのような構造的特徴の重複した説明は、次の説明では繰り返さない場合がある。
【００８４】
　いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａは、第２のオーディ
オデバイス１０２ｂに結合され得る。図６に図示される例において、封止体２０４ａの前
方部分２０８ａは、封止体２０４ａの前方部分２０８ａにおける結合デバイス２２０ａ、
２２０ｂが、封止体２０４ｂの前方部分２０８ｂに含まれる結合デバイス２２０ｅ、２２
０ｄと係合するときに、封止体２０４ｂの前方部分の前方部分２０８ｂに結合され得る。
非限定的な例として、結合デバイス２２０ａ、２２０ｂ、２２０ｄ、２２０ｅは、磁性部
分を含み、磁気的吸引を介して物理的に係合することができる。いくつかの実施形態にお
いて、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１
のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂによって形成される
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（例えば、参照角度６１２によって図示されるような）装着角度が、１８０度若しくは１
８０度近くになるように一緒に結合され得る。
【００８５】
　記載されたように、第１のスピーカ２１２ａ及び第１のスピーカ２１２ｂは、オーディ
オを再生するように構成することができる。いくつかの実施形態において、第１のスピー
カ２１２ａ及び第１のスピーカ２１２ｂは、第１のスピーカ２１２ａから再生されるオー
ディオ６０６ａが方向６０２ａに投射され、第１のスピーカ２１２ｂから再生されるオー
ディオ６０６ｂが別の方向６０２ｂに沿って方向付けられるように、第１のオーディオデ
バイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂ内にそれぞれ配向されてもよい。
このような実施形態において、方向６０２ａ、６０２ｂは、第１及び第２のオーディオデ
バイス１０２ａ、１０２ｂの近くの領域であり得る音響収束ゾーン６０４で交差してもよ
く、その中で、オーディオ６０６ａ、６０６ｂは、混合、混成、又は別の方法で組み合わ
されて、組み合わされたオーディオ６１０になる。例えば、オーディオ６０６ａ、６０６
ｂは、互いに同相であってもよく、収束ゾーンで組み合わされ、建設的な干渉のプロセス
を介して組み合わされたオーディオ６１０を形成してもよい。したがって、組み合わされ
たオーディオ６１０は、オーディオ６０６ａ又は６０６ｂのいずれかが個々に有するより
も大きい音量、利得、及び／又はエネルギーを有することができる。別の例として、オー
ディオ６０６ａ及び６０６ｂは、同じオーディオ出力の別々のオーディオ部（例えば、分
離されたモノラル音）であってもよい。この例において、オーディオ６０６ａ及び６０６
ｂは、オーディオ６０６ａ及び６０６ｂから形成される組み合わされたオーディオ６１０
が完全なオーディオ出力（例えば、ステレオ音）を含むように、音響収束ゾーン６０４内
で混成されてもよい。
【００８６】
　図７は、いくつかの実施形態による、オーディオシステム７００を図示する。オーディ
オシステム７００は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス
１０２ｂを含み得るが、これに限定されるものではない。第１のオーディオデバイス１０
２ａは、封止体２０４ａ、カバー体２１８ａ、第１のスピーカ２１２ａ、任意選択的な中
耳部分２１０ａ、封止体２０４ａの前方部分２０８ａ、封止体２０４ａ内に形成されたチ
ャンバ２１６ａ、封止体２０４ａの後方部分２０５ａ、及び結合デバイス２２０ａ～２２
０ｃを含み得る。第１のオーディオデバイス１０２ａは、第２のスピーカ２１４ａ及び溝
部４２０ａを任意選択的に含み得る。第２のオーディオデバイス１０２ｂは、封止体２０
４ｂ、カバー体２１８ｂ、第１のスピーカ２１２ｂ、任意選択的な中耳部分２１０ｂ、封
止体２０４ｂの前方部分２０８ｂ、封止体２０４ｂ内に形成されたチャンバ２１６ｂ、封
止体２０４ｂの後方部分２０５ｂ、及び結合デバイス２２０ｄ～２２０ｆを含み得る。第
２のオーディオデバイス１０２ｂは、第２のスピーカ２１４ｂ及び溝部４２０ｂを任意選
択的に含み得る。オーディオシステム７００のいくつかの構造的特徴は、（例えば、図１
Ａ～６に記載されたオーディオシステム１０１、４７５、５００、６００を参照して）上
に記載される構造的特徴に類似していてもよい。説明の透明性及び簡易性のために、オー
ディオシステム７００のそのような構造的特徴の重複した説明は、次の説明では繰り返さ
ない場合がある。
【００８７】
　図７に図示される例において、封止体２０４ａの前方部分２０８ａは、例えば結合デバ
イス２２０ａ、２２０ｂ、２２０ｄ、２２０ｅ（図７に示される例では部分的に隠されて
いる）を介して封止体２０４ｂの前方部分２０８ｂに結合され得る。非限定的な例として
、結合デバイス２２０ａ、２２０ｂ、２２０ｄ、２２０ｅは、磁性部分を含み、磁気的吸
引を介して物理的に係合することができる。いくつかの実施形態において、第１のオーデ
ィオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂは、第１のオーディオデバイ
ス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂによって形成される（例えば、参照角度
７０８によって図７に図示されるような）装着角度が、鋭角（例えば、４５度の角度のよ
うに、１８０度未満で０度よりも大きい角度）になるように一緒に結合され得る。いくつ
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かの実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａと第１のオーディオデバイス
１０２ｂが鋭角で一緒に結合されているので、第１のスピーカ２１２ａ（及び／又は第２
のスピーカ２１４ａ）は、オーディオ７０６ａの少なくとも一部を第２のオーディオデバ
イス１０２ｂのチャンバ２１６ｂに進入させる方向７０２ａでオーディオ７０６ａを出力
することができる。同様に、第１のスピーカ２１２ｂ及び／又は第２のスピーカ２１４ｂ
は、オーディオ７０６ｂの少なくとも一部を第１のオーディオデバイス１０２ａのチャン
バ２１６ａに進入させる方向７０２ｂでオーディオ７０６ｂを出力することができる。し
たがって、チャンバ２１６ａ及びチャンバ２１６ｂは、（例えば、図４に記載した音響チ
ャンバ４５２と同様の）音響チャンバとして集合的に機能することができる。このような
実施形態において、チャンバ２１６ａ，チャンバ２１６ｂは、第１のスピーカ２１２ａ及
び第１のスピーカ２１２ｂ（及び／又は第２のスピーカ２１４ａ，２１４ｂ）から再生さ
れるオーディオを混合し、増幅し、及び／又は組み合わせることができるように集合的に
構成されてもよい。非限定的な例として、オーディオ７０６ａ、７０６ｂは、第１のスピ
ーカ２１２ａ及び第１のスピーカ２１２ｂの各々から同時に（又はほぼ同時に）再生され
得る。第１のスピーカ２１２ａ及び第１のスピーカ２１２ｂから再生されるオーディオ７
０６ａ、７０６ｂは、第１の値を有するパワー、音量、又は利得を有するように構成され
てもよい。第１のスピーカ２１２ａ、２１２ｂの各々からのオーディオ７０６ａ、７０６
ｂは、チャンバ２１６ａ、２１６ｂで混合され、その混合の結果として、例えば建設的な
干渉を通じて増幅され得る。いくつかの実施形態において、第２のスピーカ２１４ａ及び
／又は２１４ｂからのオーディオは、記載したように、チャンバ２１６ａ、２１６ｂに方
向付けられるオーディオを再生するように構成されてもよい。いくつかの実施形態におい
て、第１のオーディオデバイス１０２ａと第２のオーディオデバイス１０２ｂは、オーデ
ィオ７０６ａ、７０６ｂがオーディオシステム７００から実質的に同じ方向に投射するよ
うに構成されるように一緒に結合され得る。
【００８８】
　図８Ａは、いくつかの実施形態による、オーディオシステム８００を示す。オーディオ
システム８００は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１
０２ｂを含み得るが、これに限定されるものではない。オーディオシステム８００のいく
つかの構造的特徴は、（例えば、図１Ａ～７に記載されたオーディオシステム１０１、４
７５、５００、６００、７００を参照して）上に記載される構造的特徴に類似していても
よい。説明の透明性及び簡易性のために、オーディオシステム８００のそのような構造的
特徴の重複した説明は、次の説明では繰り返さない場合がある。
【００８９】
　いくつかの実施形態において、オーディオシステム８００は、ベースデバイス８０１含
むことができる。ベースデバイス８０１は、結合部８０２及びベース部８０４を含むこと
ができる。このような実施形態において、結合部８０２は、結合デバイス８０６ａ、８０
６ｂ、８０６ｃ、８０６ｄのような１つ以上の結合デバイスを含むことができる。結合デ
バイス８０６ａ、８０６ｂ、８０６ｃ、８０６ｄは、磁気要素、締結具、嵌合コンポーネ
ントなどのうちの１つ以上であってもよい。いくつかの実施形態において、第１のオーデ
ィオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂの各々は、ベースデバイス
８０１の結合部８０２に結合するように構成され得る。図８Ａに図示される例において、
第１のーディオデバイス１０２ａは、第１のオーディオデバイス１０２ａの結合デバイス
２２０ａ、２２０ｂを、結合部８０２の結合デバイス８０６ａ、８０６ｂに向けて、結合
デバイス２２０ａ、２２０ｂ、８０６ａ、８０６ｂが互いに係合するまで移動又は付勢す
ることによって、結合部８０２に結合することができる。同様に、第２のオーディオデバ
イス１０２ｂは、第２のオーディオデバイス１０２ｂの結合デバイス２２０ｄ、２２０ｅ
を、結合部８０２の結合デバイス８０６ｃ、８０６ｄに向けて、結合デバイス２２０ｄ、
２２０ｅ、８０６ｄ、８０６ｄが互いに係合するまで移動又は付勢することによって、結
合部８０２に結合することができる。
【００９０】
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　結合部８０２は、充電コンポーネント８０３ａ、８０３ｂを備えることができる。いく
つかの実施形態において、充電コンポーネント８０３ａ、８０３ｂは、（例えば、ベース
デバイス８０１に結合され、かつ壁コンセント（図示せず）に接続された電気コードから
）ベースデバイス８０１上で受容される電力であって、第１のオーディオ１０２ａ及び第
２のオーディオデバイス１０２ｂにそれぞれ含まれる相補的な充電コンポーネント８０１
ａ、８０１ｂによって受容され得る電力から、電磁場を発生するように構成された誘導充
電コンポーネントであってもよい。このように、第１のオーディオデバイス１０２ａが結
合部８０２に結合されている間、結合部８０２の充電コンポーネント８０３ａは、第１の
オーディオデバイス１０２ａの相補的な誘導充電コンポーネント８０１ａによって受容さ
れ、電力に変換され得る電磁場を発生し得る。いくつかの実施形態において、第１のオー
ディオデバイス１０２ａは、この電力を利用して、第１のオーディオデバイス１０２ａの
１つ以上のコンポーネントに電力を供給し、及び／又は電力を蓄電デバイス（例えば、バ
ッテリ）に格納するように構成され得る。同様に、第２のオーディオデバイス１０２ｂが
結合部８０２に結合されている間、結合部８０２の充電コンポーネント８０３ｂは、第２
のオーディオデバイス１０２ｂの相補的な誘導充電コンポーネント８０１ｂによって受容
され、電力に変換され得る電磁場を発生し得る。いくつかの実施形態において、第２のオ
ーディオデバイス１０２ｂは、この電力を利用して、第２オーディオデバイス１０２ｂの
１つ以上のコンポーネントに電力を供給し、及び／又は電力を蓄電デバイス（例えば、バ
ッテリ）に格納するように構成され得る。
【００９１】
　いくつかの実施形態において、ベースデバイス８０１は、１つ以上のセンサ８１３ａ、
８１３ｂを含み得る。センサ８１３ａ、８１３ｂは、第１のオーディオデバイス１０２ａ
、第２のオーディオデバイス１０２ｂ、及び／又は両方のオーディオデバイス１０２ａ、
１０２ｂが、結合部８０２に結合されているかどうかを判定するように構成されてもよい
。例えば、センサ８１３ａ、８１３ｂは、１つ以上の静電容量センサ、磁気センサなどで
あっても、静電容量センサ、磁気センサなどを含んでもよい。このような実施形態におい
て、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂにそれぞ
れ含まれる１つ以上のセンサ１５０ａ、１５０ｂは、オーディオデバイス１０２ａがベー
スデバイス８０１に結合されているかどうかを判定するように構成することができる。い
くつかの実施形態において、センサ１５０ａ、１５０ｂ、８１３ａ、８１３ｂは、センサ
１５０ａ、１５０ｂ、８１３ａ、８１３ｂに結合されたデバイスのアイデンティティを判
定するように構成され得る処理ユニットに結合されてもよい。例えば、第１のオーディオ
デバイス１０２ａの処理ユニットは、（例えば、１つ以上のセンサ１５０ａによって提供
される情報に基づいて）、第１のオーディオデバイス１０２ａがベースデバイス８０１に
結合され、かつ第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されていないこと（又はその逆
）を判定し得る。
【００９２】
　図８Ｂ及び図８Ｃは、いくつかの実施形態による、オーディオシステム８５０の異なる
外観図を示す。図８Ｂはオーディオシステム８５０の側面図を示す。図８Ｃはオーディオ
システム８５０のトップダウンビューを示す。いくつかの実施形態において、オーディオ
システム８５０は、第１のオーディオデバイス１０２ａ、第２のオーディオデバイス１０
２ｂ及びベースデバイス８０１を含み得るが、これに限定されるものではない。第１のオ
ーディオデバイス１０２ａは、第１のスピーカ２１２ａ、及び任意選択的に、第２のスピ
ーカ２１４ａを含み得る。第２のオーディオデバイスは、第１のスピーカ２１２ｂ、及び
任意選択的に、第２のスピーカ２１４ｂを含み得る。ベースデバイス８０１は、結合部８
０２及びベース部８０４を含むことができる。オーディオシステム８５０のいくつかの構
造的特徴は、（例えば、図１Ａ～８Ａに記載されたオーディオシステム１０１、４７５、
５００、６００、７００、８００を参照して）上に記載される構造的特徴に類似していて
もよい。説明の透明性及び簡易性のために、オーディオシステム８５０のそのような構造
的特徴の重複した説明は、次の説明では繰り返さない場合がある。
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【００９３】
　図８Ｂを参照すると、ベースデバイス８０１は、ベースデバイス８０１の内部に、実質
的に中空の部分８０８を含むように構成され得る。図８Ｂに図示された例において、結合
部８０２は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂ
の各々が結合部８０２に結合する位置で、中空部８０８に対する開口を含むことができる
。このような実施形態において、第１のスピーカ２１２ａ（及び、任意選択的に、第２の
スピーカ２１４ａ）は、第１のスピーカ２１２ａ（及び／又は第２のスピーカ２１４ｂ）
から再生されるオーディオ８１２ａが中空部８０８に入るように配向されてもよい。同様
に、第２のオーディオデバイス１０２ａは、ベースデバイス８０１の中空部８０８への別
の開口に近接して結合部８０２に結合されてもよい。このような実施形態において、第１
のスピーカ２１２ｂ（及び、任意選択的に、第２のスピーカ２１４ｂ）は、第１のスピー
カ２１２ｂ（及び／又は第２のスピーカ２１４ｂ）から再生されたオーディオ８１２ｂが
中空部８０８に入るように配向されてもよい。
【００９４】
　いくつかの実施形態において、中空部８０８は、オーディオ８１２ａ、８１２ｂを、中
空部８０８を通じて音響収束ゾーン８１０の方に、漏斗状、チャネル状、又は別の方法で
方向付けるように構成されてもよい。いくつかの実施形態において、音響収束ゾーン８１
０は、オーディオ８１２ａ、８１２ｂが、混合され、混成され、又は別の方法で組み合わ
されて、組み合わされたオーディオ８１４になる領域であってもよい。例えば、オーディ
オ８１２ａ、８１２ｂは、互いに同相であってもよく、収束ゾーンで組み合わされて、建
設的な干渉のプロセスを介して組み合わされたオーディオ８１４を形成してもよい。した
がって、組み合わされたオーディオ８１４は、オーディオ８１２ａ又は８１２ｂのいずれ
かが個々に有するよりも大きい音量、利得、及び／又はエネルギーを有することができる
。別の例として、オーディオ８１２ａ及び８１２ｂは、同じオーディオ出力の別々のオー
ディオ部（例えば、分離されたモノラル音）であってもよい。この例において、オーディ
オ８１２ａ、８１２ｂは、オーディオ８１２ａ及び８１２ｂから形成される組み合わされ
たオーディオ８１４が完全なオーディオ出力（例えば、ステレオ音）を含むように、音響
収束ゾーン８１０内で混成されてもよい。
【００９５】
　いくつかの実施形態において、中空部８０８は、音響収束ゾーン８１０から中空部８０
８を通じて、組み合わされオーディオ８１４を、漏斗状、チャネル状、又は別の方法で、
ベースデバイス８０１の外部への開口に方向付けるように構成されてもよい。図８Ｂに図
示された例において、中空部８０８は、組み合わされたオーディオ８１４を、中空部８０
８の各側の開口に方向付けるように構成されてもよい。組み合わされたオーディオ８１４
は、中空部８０８内（例えば、音響収束ゾーン８１０内）で、増幅され、混合され、方向
付けられ、又は混成されるので、組み合わされたオーディオ８１４は、オーディオ８１２
ａ又はオーディオ８１２ｂの特性と少なくとも部分的に異なる特性を有することができる
。この例において、ベースデバイス８０１の中空部８０８から投射されるオーディオ８１
４は、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂから別
々に再生されるオーディオよりも著しく大きい場合がある。
【００９６】
　図８Ｃを参照すると、ベースデバイス８０１のベース部８０４の中空部８０８は、組み
合わされたオーディオ８１４が、ベースデバイス８０１から多方向に離れるように構成さ
れてもよい。図８Ｃに図示された例において、中空部８０８は外部環境に対する４つの開
口を含んでもよく、これらの開口は、組み合わされたオーディオ８１４が、ベースデバイ
ス８０１から離れて（少なくとも実質的に）３６０度の弧状に方向付けられるように配設
されてもよい。このような実施形態において、二人の使用者は、ベースデバイス８０１に
対して同じ場所にいなくても、組み合わされたオーディオ８１４の少なくとも実質的に同
じ表現を聴取することができる。
【００９７】
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　図９は、オーディオデバイス上で集団聴取モードを選択的に起動するための例示的な方
法９００のフロー図である。いくつかの実施形態において、本方法９００は、オーディオ
デバイス上で動作するスピーカ制御サービス（例えば、図１Ｂに記載されたような、第１
のオーディオデバイス１０２ａ上で動作するスピーカ制御サービス１６６）によって実装
されてもよい。記載されたように、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーデ
ィオデバイス１０２ｂは、個人聴取構成で構成されている間よりも、集団聴取構成で構成
されている間に、より高い音量でオーディオを再生するように構成され得る。使用者の聴
覚を損なうことを防止するために、スピーカ制御サービス１６６は、第１のオーディオデ
バイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂを集団聴取モードで、オーディオ
を出力するように構成し、又は出力させる前に、使用者が第１のオーディオデバイス１０
２ａ及び／又は第２のオーディオデバイス１０２ｂを装着しているかどうかを判定するこ
とができる。したがって、第１のオーディオデバイス１０２ａ（及び／又は第２のオーデ
ィオデバイス１０２ｂ）のスピーカ制御サービス１６６は、方法９００の次の動作を実行
することができる。
【００９８】
　スピーカ制御サービス１６６は、判定ブロック９０４において、第１のオーディオデバ
イス１０２ａが使用者に固定されているかどうかを判定することによって、方法９００の
動作を開始することができる。いくつかの実施形態において、第１のオーディオデバイス
１０２ａは、第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者によって装着されているか、又
は装着されていないかを検出するように構成され得る、１つ以上のセンサ（例えば、図１
Ｂ及び図４Ａに記載された１つ以上のセンサ１５０）を含むことができる。例えば、セン
サは、圧力センサ、光強度センサ、温度センサ、加速度計などを含み、スピーカ制御サー
ビス１６６は、これらのセンサからのデータを利用して、第１のオーディオデバイス１０
２ａが使用者に固定されているかどうかを判定することができる。
【００９９】
　第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者に固定されていないと判定されたこと（す
なわち、判定ブロック９０４＝「いいえ」）に応じて、スピーカ制御サービス１６６は、
ブロック９０６において第２のオーディオデバイス１０２ｂが使用者に固定されているか
どうかを判定することができる。いくつかの実施形態において、スピーカ制御サービス１
６６は、ワイヤレス通信を介して第２のオーディオデバイス１０２ｂに要求を送信するこ
とができる。要求は、例えば、上記のセンサと同様であり得る、第２のオーディオデバイ
ス１０２ｂ上で利用可能な１つ以上のセンサを利用することによって、第２のオーディオ
デバイス１０２ｂが使用者に固定されているかどうかを第２のオーディオデバイス１０２
ｂに判定させることができる。第１のオーディオデバイス１０２ａは、次に、要求に応じ
て第２のオーディオデバイス１０２ｂからこの判定を受信することができる。代替的に（
又は付加的に）、要求は、第２のオーディオデバイス１０２ｂに、判定ブロック９０４に
おいて第１のオーディオデバイス１０２ａによって判定された情報と同様の情報を第１の
オーディオデバイス１０２ａに提供させることができる。このような実施形態において、
第２のオーディオデバイス１０２ｂから第１のオーディオデバイス１０２ａによって受信
された情報は、第２のオーディオデバイス１０２ｂが使用者に固定されているかどうかを
、スピーカ制御サービス１６６が判定できるようにするセンサ情報又は他のデータを含む
ことができる。
【０１００】
　第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者に固定されているとの判定（すなわち，判
定ブロック９０４）に応じて、又は、第２のオーディオデバイス１０２ｂが使用者に固定
されているとの判定（すなわち，判定ブロック９０６＝「はい」）に応じて、スピーカ制
御サービス１６６は、方法９００の動作の実行を中断することができる。具体的には、第
１のオーディオデバイス１０２ａが使用者に固定されるか、又は第２のオーディオデバイ
ス１０２ｂが使用者に固定されるので、スピーカ制御サービス１６６は、個人聴取モード
を有効化のままにし、集団聴取モードを無効化のままにしておくことができる。いくつか
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の実施形態（図示しない）において、スピーカ制御サービス１６６は、第１のオーディオ
デバイス１０２ａがアクティブである間（例えば、待機モードではない間、又はオフにさ
れていない間）、方法９００の動作を継続的に繰り返すことができる。
【０１０１】
　第２のオーディオデバイス１０２ｂが使用者に固定されないという判定（すなわち、判
定ブロック９０６＝「いいえ」）に応じて、スピーカ制御サービス１６６は、判定ブロッ
ク９１０において、第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０
２ｂに結合されているか、又は代替的に、ベースデバイス１０３に結合されているかを判
定することができる。記載されたように、第１のオーディオデバイス１０２ａは、第２の
オーディオデバイス１０２ｂ及び／又はベースデバイス１０３に、１つ以上の結合デバイ
ス（例えば、少なくとも図２Ａ，４及び８Ａに記載された結合デバイス２２０ａ～２２０
ｃ）を介して結合するように構成され得る。例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａ
の結合デバイス２２０ａ～２２０ｃは、第２のオーディオデバイス１０２ｂ及び／又はベ
ースデバイス１０３上の対応する結合デバイスと係合するように構成された、磁気要素で
あってもよく、又は磁気要素を含んでもよい。したがって、いくつかの実施形態において
、スピーカ制御サービス１６６は、例えば、ホール効果（Ｈａｌｌ　Ｅｆｆｅｃｔ）セン
サ、リードスイッチ、又は同様のセンサを介して、第１のオーディオデバイス１０２ａが
第２のオーディオデバイス１０２ｂ又はベースデバイス１０３のいずれかに磁気的に結合
されているかどうかを判定するように構成されてもよい。いくつかの代替（又は追加）の
実施形態において、第１のオーディオデバイス１０２ａが使用者に固定されているかどう
かを検出するために構成されている、第１のオーディオデバイス１０２ａ上のセンサは、
第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバス１０２ｂ及び／又はベース
デバイス１０３に固定されているかどうかを検出するセンサと同じであっても、異なって
いてもよい。
【０１０２】
　第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されて
おらず、かつベースデバイス１０３に結合されていないという判定（すなわち、判定ブロ
ック９１０＝「いいえ」）に応じて、スピーカ制御サービス１６６は、第１のオーディオ
デバイス１０２ａが起動されて（例えば、待機／低電力モード又はパワーオフモードから
アクティブ／高電力モードに入って）から、及び／又は第１のオーディオデバイス１０２
ａが使用者から取り外された時間から、閾値時間が経過したかどうかを、任意選択的な判
定ブロック９１２において、任意選択的に判定することができる。例えば、スピーカ制御
サービス１６６は、スピーカ制御サービス１６６が、第１のオーディオデバイス１０２ａ
及び第２のオーディオデバイス１０２ｂは、もはや使用者に固定されていないことを最初
に検出した時間から３０秒が経過したかどうかを判定することができる。
【０１０３】
　閾値期間の時間が経過していないと判定する（すなわち、判定ブロック９１２＝「いい
え」）のに応じて、スピーカ制御サービス１６６は、判定ブロック９１０において、第１
のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂ又はベースデバイス
１０３に結合されているかどうかを再度判定することによって、上記の動作をループで繰
り返すことができる。閾値期間の時間が経過したという判定（すなわち、判定ブロック９
１２＝「はい」）に応じて、スピーカ制御サービス１６６は、任意選択的に、少なくとも
第１のオーディオデバイス１０２ａを、第１のオーディオデバイス１０２ａが通常動作中
（例えば、オーディオ再生中）に動作するモードであり得る、高出力モード又は「アクテ
ィブ」モードと比較して、第１のオーディオデバイス１０２ａが低電力又は低電力状態に
置かれる待機モードに入るようにしてもよい。スピーカ制御サービス１６６は、次に、方
法９００の動作を停止し得る。
【０１０４】
　第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂに結合されて
いるか、又はベースデバイス１０３に結合されているという判定（すなわち、判定ブロッ
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ク９１０＝「はい」）に応じて、スピーカ制御サービス１６６は、任意選択的に、任意選
択的なブロック９１３において、別のコンピューティングデバイスに集団聴取モードを有
効化させてもよい。いくつかの実施形態において、スピーカ制御サービス１６６は、第１
のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂと通信しているコ
ンピューティングデバイスのユーザインターフェース上で集団聴取モードが使用可能にな
るように任意選択を起動させることによって、任意選択的なブロック９１３の動作を実行
することができる。例えば、スピーカ制御サービス１６６は、第１のオーディオデバイス
１０２ａ及び第２のオーディオデバイス１０２ｂが使用者の頭に固定されておらず、かつ
少なくとも第１のオーディオデバイス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂ又は
ベースデバイス１０３に結合されていることを示す信号を使用者のモバイルコンピューテ
ィングデバイスに例えば送信することによって、使用者のモバイルコンピューティングデ
バイス（例えば、図１Ａに記載されるモバイルコンピューティングデバイス１０６）に、
集団聴取モードがオンになることが可能であることを示させることができる。
【０１０５】
　ブロック９１４において、スピーカ制御サービス１６６は、少なくとも第１のオーディ
オデバイス１０２ａに第１のオーディオデバイス１０２ａ上の集団聴取モードを可能にさ
せ、かつ任意選択的に、第２のオーディオデバイス１０２ｂに集団聴取モードを有効化さ
せることもできる。いくつかの実施形態において、スピーカ制御サービス１６６は、第２
のスピーカ２１４ａを起動することにより、及び／又は第１のスピーカ２１２ａを、個人
聴取スピーカとして動作することから、集団聴取スピーカとして動作ことに遷移するよう
に構成することによって、第１のオーディオデバイス１０２ａ上で集団聴取モードを有効
化することができる。スピーカ制御サービス１６６は、（例えば、ワイヤレス通信リンク
を介して）第２のオーディオデバイス１０２ｂに、メッセージを送信することによって、
第２のオーディオデバイス１０２ｂに集団聴取モードを有効化させることができ、それは
、第２のオーディオデバイス１０２ｂに第２のスピーカ２１４ｂを起動させ、及び／又は
集団聴取スピーカとして第１のスピーカ２１２ｂを再構成させることができる。
【０１０６】
　判定ブロック９１８において、スピーカ制御サービス１６６は、第１のオーディオデバ
イス１０２ａが第２のオーディオデバイス１０２ｂから結合解除され、又はベースデバイ
ス１０３から結合解除されたかどうかを判定することができる。いくつかの実施形態にお
いて、第１のオーディオデバイス１０２ａが、第２のオーディオデバイス１０２ｂから、
又はベースデバイス１０３から結合解除されなかったという判定（即ち、判定ブロック９
１８＝「いいえ」）に応じて、スピーカ制御サービス１６６は、判定ブロック９１８にお
ける動作を繰り返すことができる。しかしながら、第１のオーディオデバイス１０２ａが
、第２のオーディオデバイス１０２ｂから、又はベースデバイス１０３から結合解除され
たという判定（即ち、判定ブロック９１８＝「はい」）に応じて、スピーカ制御サービス
１６６は、ブロック９２０において、第１のオーディオデバイス１０２ａのスピーカを集
団聴取モードから個人視聴モードに遷移させるように構成することができる。例えば、ス
ピーカ制御サービス１６６は、第１のスピーカ２１２ａを、集団聴取スピーカとして動作
することから、個人聴取スピーカとして動作することに遷移させることができる。付加的
に（又は代替的に）、スピーカ制御サービス１６６は、第２のスピーカ２１４ａを無効化
することができる。任意選択的に、第１のオーディオデバイス１０２は、（例えば、第１
のオーディオデバイス１０２ａから第２のオーディオデバイス１０２ｂに送信されたコマ
ンドを通じて、又はベースデバイス１０３にそのようなコマンドを第２のオーディオデバ
イス１０２ｂに送信させることによって）、第２のオーディオデバイス１０２ｂに、同様
に、集団聴取モードを無効化し、個人聴取モードを有効化させることができる。スピーカ
制御サービス１６６は、次に、方法９００の動作を中断し得る。
【０１０７】
　方法９００の動作は、（例えば、第１のオーディオデバイス１０２ａ上で動作するスピ
ーカ制御サービス１６６により）第１のオーディオデバイス１０２ａによって実行される
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ものとして上記したが、いくつかの実施形態において、第２のオーディオデバイス１０２
ｂ、ベースデバイス１０３、及び／又は第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２のオ
ーディオデバイス１０２ｂと通信する別のコンピューティングデバイス（例えば、図１Ａ
に記載されたようなコンピューティングデバイス１０５）が、方法９００の動作のうちの
１つ以上を実行してもよい。例えば、ベースデバイス１０３は、デバイス１０２ａ、１０
２ｂからセンサ情報（例えば、それらのデバイス１０２ａ、１０２ｂが使用者に固定され
ているかどうかに関して、関係するセンサ情報、又はデバイス１０２ａ、１０２ｂによっ
てなされた判定）を要求することによって、第１のオーディオデバイス１０２ａ及び第２
のオーディオデバイス１０２ｂが使用者に固定されているかどうかを、判定ブロック９０
４及び９０６において判定することができる。別の例において、第２のオーディオデバイ
ス１０２ｂ上で動作するスピーカ制御サービスが、第２のオーディオデバイス１０２ｂ及
び／又は第１のオーディオデバイス１０２ａ上で、集団聴取モード及び／又は個人聴取モ
ードを有効化するか、又は有効にするかを判定するために、上記の動作のうちの１つ以上
を実行してもよい。
【０１０８】
　上の記載において、オーディオデバイスは、「第１の」ディオデバイス及び「第２の」
オーディオデバイスと言及される。このような言及は、単に言及を容易にするためのもの
であり、オーディオデバイスを単に「第１の」オーディオデバイス又は「第２の」オーデ
ィオデバイスに限定するものではない。同様に、いくつかの実施形態において、スピーカ
が、「第１の」スピーカ及び「第２の」スピーカとして言及される。このような言及は、
単に言及を容易にするためのものであり、スピーカデバイスを単に「第１の」スピーカ又
は「第２の」スピーカに限定するものではない。
【０１０９】
　全ての目的又は利点が必ずしも、本明細書に記載の任意の特定の実施形態によって達成
されない可能性があることを理解すべきである。したがって、このように例えば、本明細
書で教示される、又は示唆されるように、他の目的又は利点を必然的に得ずに、本明細書
で教示する１つの利点又は群の利点を達成するような方法で、特定の実施形態が動作する
ように構成されてもよいことを当業者は認識するであろう。
【０１１０】
　例えば、とりわけ、「できる」、「できた」、「かもしれない」、又は「してよい」等
の条件つきの文言は、特に別の方法で言及されない限り、特定の実施形態は特定の特徴、
要素、及び／又は工程を含むが、他の実施形態は含まないことを伝えるために一般的に文
脈の中で使用されるように、別の方法で理解される。したがって、このような条件つきの
文言は、特徴、要素、及び／若しくは工程が、何らかの方法において、１つ以上の実施形
態に必要とされること、又は、これらの特徴、要素、及び／若しくは工程が含まれるか、
又は任意の特定の実施形態において実行されることになっているかにかかわらず、使用者
入力又は指示を伴って、若しくは伴わずに、１つ以上の実施形態が、決定するための論理
を必ず含むことを示唆することは、概して意図されない。
【０１１１】
　「Ｘ，Ｙ又はＺのうちの少なくとも１つ」という句のような選言的な文言は、特に別の
方法で言及されない限り、項目、用語などが、Ｘ、Ｙ、若しくはＺ、又はそれら（例えば
、Ｘ、Ｙ、及び／若しくはＺ）の任意の組み合わせのいずれかであり得るということを一
般的に提示するために、文脈において別の方法で理解される。このような選言的な文言は
、特定の実施形態が、少なくとも１つのＸ、少なくとも１つのＹ、又は少なくとも１つの
Ｚのそれぞれが存在することを必要とすることを一般に意図するものではなく、またそう
でないことを意味するものでもない。
【０１１２】
　別の方法で明記しない限り、「ａ」又は「ａｎ」などの冠詞は、１つ以上の記載された
項目を含むと解釈されるべきである。したがって、「～するように構成されたデバイス」
のような句は、１つ以上の列挙されたデバイスを含むことが意図される。このような１つ
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以上の列挙されたデバイスはまた、記載された列挙を実行するように集合的に構成されて
もよい。例えば、「列挙Ａ、Ｂ、Ｃを実行するように構成されたプロセッサ」は、列挙Ｂ
及びＣを実行するように構成された第２のプロセッサと共に動作する列挙Ａを実行するよ
うに構成された第１のプロセッサを含むことができる。
【０１１３】
　上記の実施形態に対して多くの変形及び改変を行うことができ、その要素は他の許容可
能な例の中にあると理解されるべきであることを強調すべきである。このような改変及び
変形の全ては、本開示の範囲内で本明細書に含まれ、次の特許請求の範囲によって保護さ
れることが意図される。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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【図２Ａ】 【図２Ｂ】

【図３】 【図４Ａ】



(42) JP 2019-515539 A 2019.6.6

【図４Ｂ】 【図４Ｃ】

【図４Ｄ】 【図５】
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【図６】 【図７】

【図８Ａ】 【図８Ｂ】
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【図８Ｃ】 【図９】
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